
第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 1

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 「障害者週間」街頭
キャンペーン

・啓発物品を配布し、市民に障害のある人への理解と認識を深める啓
発活動を実施。
　日時：12月5日(木)　16時
　場所：東岸和田サティ、ラパーク岸和田
　参加団体：市内障害福祉団体・市
　関連予算：負担金決算額 74千円

Ａ１ ・啓発物品を配布し、市民に障害のある人への理解と認識を深める啓
発活動を実施予定。
　日時：12月初旬　　時間未定
　場所：市内大型店舗
　参加団体：市内障害福祉団体・市
　関連予算：負担金 90千円

継続

障害者支援課 ふれあい作品展 ・市内在住の支援学級及び支援学校の児童、生徒及び障害者の作品
を展示。
　日時：12月11日（水）～12月13日（金）
　場所：岸和田市立文化会館　展示場
　出展30校、作品482点　　障害者出展人数12名、作品17点
　※授産製品を活用した記念品の配布

Ａ１ ・市内在住の支援学級及び支援学校の児童、生徒及び障害者の作品
を展示する。
　日時：12月10日（水）～12月12日（金）
　場所：岸和田市立文化会館　展示場
　※授産製品を活用した記念品の配布

継続

人権推進課 人権週間街頭啓発 ・障害者の人権の啓発を含む啓発物品の配布
　日時：12月3日（火）・4日（水）
　場所：岸和田駅、久米田駅、ラパーク岸和田、トークタウン

Ａ１ ・障害者の人権の啓発を含む啓発物品の配布
　日時：12月2日（火）・3日（水）
　場所：岸和田駅、久米田駅、ラパーク岸和田、トークタウン

継続

障害者支援課
＊人権推進課

「人権の窓」掲載 ・障害と障害のある人についての啓発と理解のため、広報きしわだ（平
成２５年１２月号）に記事を掲載しました。
（内容）障害者スポーツのボランティア

Ｓ ・広報きしわだ「人権の窓」に障害と障害のある人についての啓発と理
解のため記事を掲載する。
平成25年12月号掲載（予定）

継続

社会福祉協議会 地域福祉活動での交
流

・各地区福祉委員会が主体となって、要援護者に対してサロン活動や
見守り活動を展開してきた。

Ａ１ ・平成26年度も同様に、活動が継続していくように、運営のサポート等を
推進していきます。

継続

障害者支援課 精神障害者ボランティ
ア支援事業

・岸和田精神障害者の生活を支える会「げんき」の会へ委託し、一般市
民が精神障害者に対しての偏見をなくし、理解を深めるための事業を
行う。
　平成25年度実績
　将棋・オセロ大会、ボウリング大会、市民公開講座
　ペタンク大会、卓球大会、こころの居場所（予算額500千円）

Ａ１ ・岸和田精神障害者の生活を支える会「げんき」の会へ委託し、一般市
民が精神障害者に対しての偏見をなくし、理解を深めるための事業を
行う。
　将棋・オセロ大会、ボウリング大会、市民公開講座
　ペタンク大会、卓球大会、こころの居場所（予算額500千円）

継続

障害者支援課 精神障害者社会参加
促進事業

・グループワーク活動を通じて、精神障害者の社会参加の促進を図る
　平成25年度実績
　 　月間活動：ミーティング、調理実習、ゲーム、レクリエーション他行事
参加などの年間活動あり
　　 年間活動：昼食サービス利用、絵画クラブの参加、「かけはし」の行
事参加、作業所見学等　（予算額168千円）

Ａ１ ・グループワーク活動を通じて、精神障害者の社会参加の促進を図る
　
　 　月間活動：ミーティング、調理実習、ゲーム、レクリエーション他行事
参加などの年間活動
　　 年間活動：昼食サービス利用、絵画クラブの参加、「かけはし」の行
事参加、作業所見学等　（予算額168千円）

継続

施策・事業の体系

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

　１　障害に対する理解の推進

　　（１）　障害や障害のある人に関する啓発の充実

③地域における障害のある人との交流の促進

●生活の身近な場面で障害のある人に対する理解を深めるため、
地区市民協議会や地区福祉委員会などの活動を通じて障害のある
人との交流の促進を働きかけます。

④精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病等への理解の促進

●精神障害、発達障害、高次脳機能障害、難病等に対する市民の
理解を深めるため、関係機関と連携して講演会等を開催し、障害に
対する正しい知識の普及に努めます。また、介護者同士、家族同士
の交流を深め情報交換や悩みの軽減が図られるよう、患者会や家
族会、ボランティア等の育成に努めます。

平成26年度予定（目標）

②障害のある人が抱える諸問題に関する啓発の充実

●障害に対する理解と、障害のある人が抱える生活上の様々な問
題などへの関心を高めるため、広報きしわだをはじめ多様な媒体や
機会を通じて、障害のある人の生活や活動の紹介など情報の提供
を進めます。

担当課

①障害者週間等の行事を通じた啓発の推進

●障害に対する理解や障害者が抱えている様々な問題、障害者に
関する人権問題等に対する認識を深めるため、当事者団体やボラ
ンティア等の参加を得ながら、障害者週間（12月3日から9日）や人
権週間（12月4日から10日）等において講演会等のイベント開催や
街頭キャンペーン等を進めます。
●昭和56年他市に先駆けた障害者福祉都市宣言を広く市民が理
解し、福祉のまちづくりを推進できるよう、普及啓発していきます。
●障害者授産製品について理解を深め、購入促進を図ります。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成25年度実施（実績）内容

1／461／461／461／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 2

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

人権教育課 福祉・ボランティア教
育推進事業

・各校園で、幼児・児童・生徒と地域の実態に応じ、特色ある福祉・ボラ
ンティア教育を推進した。支援学級との交流及び共同学習、支援学校と
の居住地校交流、福祉体験学習（アイマスク体験、車いすバスケ等の
障害者スポーツ体験、手話体験、自助具作成体験、ボランティアによる
障害理解講話等）を実施した。

Ａ１ ・各校園で、幼児・児童・生徒と地域の実態に応じ、特色ある福祉・ボランティア
教育を推進する。支援学級との交流及び共同学習、支援学校との居住地校交
流、福祉体験学習（アイマスク体験、車いすバスケ等の障害者スポーツ体験、
手話体験、自助具作成体験、ボランティアによる障害理解講話等）を実施す
る。

継続

保育課 障害児保育 ・子どもたちの集団生活を通して、発達保障が出来る保育に努めた。 Ａ１ ・今後も子どもたちの集団生活を通して、発達保障が出来る保育に努め
る。

継続

社会福祉協議会 福祉教育推進校の充実 ・夏の基礎研修会では、教職員を対象に絞って、学校における福祉学
習の充実を図るために開催しました。
　参加者：６４名
・新たな当事者やボランティアが学校に関わっていただけるように支援
を進めてきました。

Ａ１ ・平成２６年度も同様に市内小中学校に活動助成を継続していきます。
・ボランティアや当事者への調整が迅速かつ確実に行われるように申
込シートを作成し、今年度より実施をしていきます。
・当事者の立場でゲストティーチャーとしてお話ができる人材の確保に
努めます。

継続

社会福祉協議会 生涯学習における学
習の推進

25年度も住民と福祉専門職が顔の見える関係作りを深めるために、会
議（研修）の場を設け、実施しました。
■あんしんネットワーク会議
　年６回開催、延べ３１０人

Ａ１ 平成２６年度も同様に地区福祉委員向けの研修会を開催します。また
福祉専門職の連携を図るために、社協が事務局になって圏域ごとに会
議を持ちます。地域住民やケアマネジャーと専門職が顔の見える関係
づくりを深めるためにあんしんネットワーク会議を今年度も開催していき
ます。

継続

生涯学習課 障害者理解講座 ・障害者理解講座（平成１９年度から）
２回実施。（１１月１回：聴覚障害、１２月に１回：肢体不自由）

Ａ１ ・障害者理解講座（平成１９年度から）
８～12月に実施予定（テーマ・回数は未定）

継続

障害者支援課 自立支援協議会イベ
ント

・自立支援協議会イベント
①タイトル：だれもが安心して暮らせるまちに～防災から考える障害者の地域
生活～
日時：12月６日　　場所：福祉総合センター
　第1部　講演「防災から考える障害者の地域生活」
　　　　　　八幡　隆司氏（特定非営利活動法人　ゆめ風基金　理事）
　第2部　パネルディスカッション
　　　　　　「当事者・支援者を交えて障害者の暮らしと防災にについて考える」
　　　　　　パネラー４名、コーディネーター１名。
　　　　　　　　自立支援協議会関係機関のほか、地域で相談を受ける機会の
　　　　　　　多い岸和田市民生委員児童委員や町会（自治会）会長に呼びか
　　　　　　　け、約60名参加。

②タイトル：支援者のための勉強会
日時：平成26年１月28日　場所：サン・アビリティーズ
第１部　講演「支援がしやすくなるいくつかのヒント」
清時忠吉（ワークショップきしわだ　施設長）
第２部　グループワーク　　グループホーム世話人ほか各種施設・障害者支援
事業所の職員を対象。参加者70名。

Ａ１ ・障害者への理解促進、自立支援協議会PRの啓発イベント実施に向
け、運営会議で企画・調整を行います。
・広報や市のホームページにおいて、障害者への理解促進、人権問題
についての啓発を継続します。

継続

人権推進課 校区別人権問題研修会
(Ⅰ１(1)①から転記）1頁

・各校区において障害者の人権等、人権問題に関するテーマを選択し、
研修会を実施した。
　日時：平成25年10月～11月（午後７時～午後９時）
　場所：春木地区公民館ほか19会場（内1会場は荒天のため中止）
　※授産製品を活用した記念品の配布

Ａ１ ・各校区において障害者の人権等、人権問題に関するテーマを選択し、
研修会を実施
　日時：平成26年10月～11月（午後７時～午後９時）
　場所：春木地区公民館ほか19会場
　※授産製品を活用した記念品の配布

継続

施策・事業の体系

平成26年度予定（目標）

②福祉教育推進校の取り組みの充実

●岸和田市社会福祉協議会が実施している福祉教育推進校事業
について、全ての小・中学校が継続して福祉教育、ボランティア体験
に取り組むことができるよう、市教育委員会との連携、地区福祉委
員会や障害のある当事者の参加等により、障害のある人などの理
解を進めます。

平成25年度実施（実績）内容
担当課

①保育所、幼稚園、小・中学校における福祉教育の推進

●就学前から障害について理解していけるよう、保育所や幼稚園に
おいて、子どもたちがともに育ちあう保育や教育を進めます。
●障害についてや障害のある児童に対する正しい理解と認識を深
めるため、小・中学校における交流教育の場を設けるとともに、共
同学習やボランティア学習などの実践的な学習を進めます。また、
車いす体験や手話、アイマスクを付けての歩行体験、障害者スポー
ツ体験など、体験的な活動等を取り入れた学習の場の設定を進め
ます。さらに、居住地交流や学習発表会、作品展等を通して、特別
支援学校との交流教育を進めます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

　　（２）　福祉教育・人権教育の推進

　１　障害に対する理解の推進

③家庭や地域における学習機会の提供

●障害のある人の人権問題をはじめ、幅広く人権問題を学習できる
よう、市民を対象にした学習機会の提供を進めます。
●市と岸和田市障害者自立支援協議会が連携し、障害者問題に関
する啓発事業や広報活動を推進します。

2／462／462／462／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 3

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 啓発事業 ・広報やホームページ等と通じて可能な限り、周知に努めました。 Ａ ・広報やホームページ等と通じて可能な限り、周知に努めます。 継続

人事課 職員人権研修 ・主幹級以下職員
　３年サイクルの必須研修として、人権研修を実施。
　H25年度は11月と１月に計７回実施し、計313名が受講。
・管理職
　岸和田市人権協会が主催する「人権問題専門講座」を管理職向け人
権研修として位置付けて参加。Ｈ25年度は計15名が受講。

Ｓ ・主幹級以下職員
　３年サイクルの必須研修として、人権研修を実施。
　Ｈ26年度は、10月と１月に計７回開催予定。
・管理職
　岸和田市人権協会が主催する「人権問題専門講座」を管理職向け人
権研修として位置付け、参加予定。

継続

人権教育課 人権教育研修事業 ・管理職、人権教育担当者等に対して、人権教育に関する研修を12回
実施した。

Ａ１ ・管理職、人権教育担当者等に対して、人権教育に関する研修を12回
実施する。

継続

障害者支援課 事業所人権研修 ・平成26年１月にグループホーム・ケアホームの世話人向けの研修会
（障害理解）を実施。

Ａ１ 事業所連絡会等の機会を捉えて、継続実施します。 継続

平成26年度予定（目標）
担当課

②人権研修の推進

●市職員や教職員に対し、障害者差別の問題を含めた人権研修の
充実を図ります。
●障害福祉サービス提供事業所や介護保険サービス提供事業所
の職員に対し、障害者差別の問題を含めた人権研修の実施を促進
します。

①障害者関連制度等の周知

●障害のある人の尊厳と権利を保障するための国際人権法に基づ
く人権条約である「障害者の権利に関する条約」に対する市民の関
心を高めるため、同条約の周知を進めます。
●障害のある人に対する差別は、障害のある人に対する直接的な
言動ばかりではなく、「必要かつ合理的な配慮」を欠いたものも差別
になりうることをすべての市民が理解できるよう、「改正障害者基本
法」の基本原則などの周知を進めます。

　２　障害のある人の尊厳の保持施策・事業の体系

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

　　（１)　障害や障害のある人の差別の禁止

平成25年度実施（実績）内容

3／463／463／463／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 4

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

福祉政策課 高齢者虐待防止事業 ・相談件数が最も多い介護支援専門員対象に地域ごと（６ヶ所）に、高
齢者虐待の予防を視点とした発見、気づきの研修を行なった。住民に
対しては、人権研修や認知症サポーター講座を通して認知症の理解の
普及啓発を中心に行った。

Ａ１ ・地域ごと（６ヶ所）に居宅介護支援事業所やサービス事業所を対象に
した高齢者虐待防止研修を行う。また住民対象にも研修を行う。

継続

障害者支援課 障害者虐待防止事業
【新規】

・平成26年2月24日に弁護士を招いて障害者虐待防止研修会を実施
し、施設従事者や支援者を中心に51名の参加があった。
・イエローリボンを岸和田市の障害者虐待防止・権利擁護のシンボルと
し、市内作業所に発注して、イエローリボン3,000個、普及啓発のための
案内を同封したポケットティッシュを6,000個作成し関係機関等に配布し
た。
・法的専門性の強化等のため大阪弁護士会、大阪社会福祉士会と契
約し、１件のケース対応についてアドバイスを得た。

Ａ１ 　虐待防止に係る啓発については、サービス提供事業者、当事者や家
族等には引き続き実施していきます。
　関係機関には支援体制整備のための協力依頼をし、虐待防止及び被
虐待障害者や養護者の支援ができるように努めます。

継続

福祉政策課 高齢者虐待防止事業 ・地域包括支援センターと毎月定例で会議を行い、全ケースの状況確
認や連携した対応を行った。また高齢者虐待防止ネットワーク代表会会
議を開催して年報告や普及啓発を行った。必要に応じて関係機関と個
別ケース検討会議や連携しながら対応した。

Ａ１ ・地域包括支援センターやCSWと毎月定例会議を行い、全ケースの状
況確認や連携した対応を行う。居宅介護支援事業所等の介護事業所
対象に研修を地域ごとに行うと同時に、研修を通して顔の見える関係づ
くりを構築する。

継続

障害者支援課 障害者虐待防止事業
【新規】

・自立支援協議会の中で権利擁護部会を立ち上げて、障害者虐待防止
の啓発・研修会の実施及び権利擁護（成年後見制度等）について検討
を実施した（平成25年度は９回実施）。

Ａ１ ・啓発活動は、広報や市のホームページ等を通じて障害者虐待防止の
ためのPRを継続して実施します。
・各種事業所等、関係機関とは、必要な時期に適切な連携をとり、障害
者虐待の早期発見・早期対応に努めます。
・岸和田市障害者虐待防止ネットワーク（仮）の早期設置にむけ、権利
擁護部会にて検討し、関係機関との調整を進めます。

充実

福祉政策課 高齢者虐待防止事業 ・地域包括支援センターが６箇所になり、障害者虐待防止センターとも
連携がより可能となった。また高齢でかつ障害のある方の支援なども
行ってきた。

Ａ１ ・継続して、障害者虐待防止センターと連携して対応していく。 継続

障害者支援課 障害者虐待防止事業 ・平成24年10月１日付で、障害者支援課内に直営で「岸和田市障害者
虐待防止センター」を設置。総務管財課と連携し、24時間365日の対応
ができるように体制整備。（時間外は守衛による代表電話受付以外に、
ＦＡＸ対応を実施）
25年度　通報：28件
　　　　　　うち、虐待としての対応をしたもの11件。

Ａ１ 継続実施に努めるとともに、広報きしわだによりセンターの周知を継続
します。

継続

平成26年度予定（目標）
担当課

　　（２）　虐待の防止と対応の充実

　２　障害のある人の尊厳の保持

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

施策・事業の体系

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

①虐待防止に関する啓発の推進

●障害のある人や寝たきり高齢者、認知症高齢者等に対する虐待
を防止するため、市民や社会福祉施設等に対し、障害者虐待防止
法や高齢者虐待防止法の趣旨や要点などに関する理解と認識を深
めるための啓発を進めます。

②関係者会議の推進

●障害者虐待防止法や大阪府における「福祉サービス事業所にお
ける利用者支援のあり方に関するガイドライン」（平成22年9月策定）
等を踏まえ、障害のある人に対する虐待の防止と支援について、協
力施設や岸和田市障害者自立支援協議会などと支援体制を進め
ます。
● 「岸和田市高齢者虐待防止ネットワーク」の活用を進め、高齢者
虐待の防止から個別支援にいたる各段階において関係機関・関係
団体等と連携協力し、虐待のおそれのある高齢者や養護者・家族
に対する多面的な支援を行います。

③障害者虐待防止センター機能の整備

●虐待について市民等からの通報や相談などの対応を行えるよう
にするため、障害者虐待防止センター機能の整備を進めます。
●認知症高齢者等への虐待・権利侵害などに対応する際には、地
域包括支援センターとも十分連携を図ります。

平成25年度実施（実績）内容

4／464／464／464／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 5

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

社会福祉協議会 日常生活自立支援事
業

・日常生活自立支援事業の継続実施。待機者「ゼロ」の事業運営を行
う。相談支援の充実を図る。
・平成25年3月末契約者数は、197名（内訳：認知症高齢者109名・知的
障害者34名・精神障害者54名）
・平成26年3月末契約者は、213件（認知症高齢者117名・知的障害者38
名・
精神障害者58名）
・平成25年度　事業に関する相談件数　433件（内訳：認知症高齢者147
件・知的障害者38件・精神障害者247件）

Ａ１ ・日常生活自立支援事業の継続実施。待機者「ゼロ」の事業運営を行
う。相談支援の充実を図る。

継続

福祉政策課 成年後見制度市長申
立て

・権利擁護検討会議を毎月開催し、制度が必要でありながら、身寄りが
ない、もしくは親族と疎遠になっている方の市長申立を検討し、２５年度
は１２件の市長申立てをした。

Ａ１ ・継続して、毎月の権利擁護検討会議を開催しながら、支援が必要な方
の成年後見制度市長申立てを適切に行っていく。

継続

障害者支援課 成年後見制度市長申
立て

・知的障害、精神障害等などにより、判断能力が不十分になった方に対
して、財産管理や身の上看護を本人に代わって成年後見人等が行うこ
とにより、本人を保護し、権利を守る制度。本人や親族による申立ての
支援を行うと共に、申し立てる親族がいない方には、必要に応じて障害
者自立支援法に基づく成年後見制度の「市長申立て」を行っている。
　平成25年度市長申立て件数　１人

Ａ１ ・知的障害、精神障害等などにより、判断能力が不十分になった方に対
して、財産管理や身の上看護を本人に代わって成年後見人等が行うこ
とにより、本人を保護し、権利を守る制度。本人や親族による申立ての
支援を行うと共に、申し立てる親族がいない方には、必要に応じて障害
者自立支援法に基づく成年後見制度の「市長申立て」を行う。

継続

社会福祉協議会 権利擁護センター運
営事業

・成年後見制度に関する相談支援（相談件数51件）、申し立て支援を実
施した。
・成年後見制度に関する広報啓発活動。市民向けセミナー(10/26）、専
門職向けセミナー(8月5日、2月21日）を実施した。
・法人後見受任件数　平成26年3月末　9件（平成25年3月末　7件）。
･法人後見事業についての委員会開催、受任ケースについての相談支
援を行った。

Ａ１ ・成年後見制度に関する相談支援、申し立て支援を実施。
・成年後見制度に関する広報啓発活動。市民向けセミナー、専門職向
けセミナーを実施。
・法人後見事業に関する委員会の開催、受任ケースについての支援を
実施。

継続

福祉政策課 市民後見人の養成と
活動推進

・平成25年度も市民後見養成研修を行い、４名のバンク登録。現在２４
年度からを含め５名の市民後見人が活動した。

Ａ２ ・継続して養成研修を行うと同時に、市民後見人の活動支援を行う。 継続

社会福祉協議会 市民後見人の養成と
活動推進

・（養成）市民後見人養成講座開催した。（大阪府社協への協力）　オリ
エンテーション、基礎講習、実務講習、施設実習への協力。
・市民後見人バンク登録者数　平成26年3月末22名(平成25年3月末 18
名)。
・（活動支援）受任件数　平成26年3月末　5件(平成25年3月末　3件)、受
任者への活動・相談支援を実施。専門相談を実施(年24回)し、受任調
整会議へ参加(4回)した。
・バンク登録者に対する研修会を実施。(年7回)。

Ａ１ ・市民後見人養成講座の開催。
・市民後見受任者に対する活動・相談支援の実施。受任者に対し専門
相談を実施し、活動が適切に継続できるよう支援。
・バンク登録者に対する研修の実施。

継続

選挙管理委員会
事務局

選挙時における障害
者への配慮

選挙時における障害者への配慮
・全投票所への車椅子及び車椅子用記載台の配置
・選挙公報の点字版での作成
・選挙公報を朗読してカセットテープに録音した「選挙のお知らせ」　の
作成
・候補者名簿の点字版の作成
・選挙当日の手話通訳者の待機
・投票所のスロープ設置
・点字器、拡大鏡の全投票所への配布
・「障害のある方等の選挙権執行について」の留意事項を全投票所へ
配布
・期日前投票所（職員会館）に障害者用スペースを確保
以上を参議院選挙、市長選挙で行った。

Ｓ 選挙時における障害者への配慮
・全投票所への車椅子及び車椅子用記載台の配置
・選挙公報の点字版での作成
・選挙公報を朗読してカセットテープに録音した「選挙のお知らせ」　の
作成
・候補者名簿の点字版の作成
・選挙当日の手話通訳者の待機
・投票所のスロープ設置
・点字器、拡大鏡の全投票所への配布
・「障害のある方等の選挙権執行について」の留意事項を全投票所へ
配布
・期日前投票所（職員会館）に障害者用スペースを確保

継続

平成26年度予定（目標）

②成年後見制度の利用促進

●判断能力が十分でない障害のある人などを保護し、権利を守る
ため、財産管理や身上監護を本人に代わって行う成年後見制度に
ついての周知を図り、利用を促進します。また、この制度が円滑に
利用できるように、情報提供や本人・親族による申し立てへの支援
を行います。

平成25年度実施（実績）内容

①日常生活自立支援事業の利用促進

●判断能力が十分でない障害のある人などが安心して生活できる
よう、岸和田市社会福祉協議会が実施している日常生活自立支援
事業（金銭管理サービスや福祉サービスの利用援助等の支援を行
います。）に関し、増加する相談に対し、福祉専門職が相談支援を
継続して行えるよう体制の整備を図り、きめ細やかな相談支援や訪
問を実施します。また、日常生活自立支援事業について周知を図る
ため、市民や福祉専門職を対象に研修会を継続して開催します。

④選挙における配慮の推進

●障害のある人に等しく参政権を保障するため、選挙公報や候補
者名簿等各点字版の製作、音声テープ版の製作・配布などを行うと
ともに、選挙時において車いすの配備をはじめスロープの設置、手
話通訳者の選挙管理本部への配属などを引き続き実施します。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

③市民後見人の養成と活動の推進

●認知症高齢者等の増加に伴い、介護サービス等の利用契約を中
心に後見等の業務が増大することが見込まれることから、弁護士な
どの専門後見人以外の市民後見人の養成を行うとともに、バンク登
録や受任審査会の開催などを行い、活動を支援します。

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

施策・事業の体系

　　（３）　権利擁護の推進

　２　障害のある人の尊厳の保持

担当課

5／465／465／465／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 6

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

社会福祉協議会 地区福祉委員会活
動・小地域ネットワー
ク

・地区福祉委員会活動が継続して展開されるように、地区担当者が窓
口となって助言を行ってきました。また各種研修会を実施しました。
■地域福祉活動研修会　参加者６３名
■子育て応援団ネットワーク連絡会　参加者６７名
■府営住宅交流会　参加者４９名

Ａ１ ・平成２６年度も社協地区担当者を配置し、助言や情報提供を行いま
す。また、地域の担い手の育成も併せて行っていきます。担い手の方々
が普段の活動について他地区の方と交流できる場（あんしんネットワー
ク会議を通じて）を作っていきます。

継続

社会福祉協議会 社会福祉協議会、民
生委員児童委員協議
会との連携

・民生委員地区長会議や主任児童委員会議に随時参加し、情報発信、
連携協力を深めました。

Ａ１ ・平成２６年度も同様に民生児童委員の方々と連携を深めていきます。 継続

福祉政策課 体操教室事業 ・町会館等高齢者にとって身近な場所を拠点とした介護予防活動を実
施、支援することで、高齢者が住み慣れた地域で、できるだけ長く健康
に生活していくための環境づくりを推進する事業
【介護予防・健康づくり体操教室】
　25年度　実施会場：５７箇所　参加者：６５６９名
【介護予防体操自主教室フォロー事業】
　25年度　実施会場：９箇所　参加者：２２９名

Ａ１ 介護予防事業（体操教室事業）は、平成26年度から介護保険課に移管

社会福祉協議会 地域支えあい事業 ・平成２５年度は、「誰もが集えるリビングづくり」のパンフレットを作成
し、関係者へ周知しました。
・３月に研修会を開催し、６３名の参加がありました。

Ａ１ ・誰もが集えるリビングづくりのパンフレットを作成し、広く周知をしてい
きます。
・昨年度の研修に参加された人のなかでリビング活動を実践したい人を
対象に現地研修を４月に開催します

継続

平成26年度予定（目標）
担当課

　　（１）　住民参加による地域福祉活動の推進

施策・事業の体系 　３　地域福祉活動の推進

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

③だれもが集える場づくり

●障害の有無や年齢、国籍にかかわらず、だれもが気軽に立ち寄
り相談や情報交換の場、住民同士の交流の場となるよう、町会館や
公民館を活用した拠点づくりを進めるとともに、空き家などの活用を
進めます。

①地区福祉委員会による地域福祉活動の推進

 ●地区福祉委員会において、障害のある人に対する見守りや声か
け、交流等の活動が充実できるよう、岸和田市社会福祉協議会が
組織する地区福祉委員会の組織整備や市との協働事業の実施、
小地域ネットワーク活動等を推進します。また、活動の充実を図る
ため、地域の各種団体との継続した連携とともに、地域あんしん
ネットワーク会議を開催し、地域と福祉、医療等の専門機関との連
携を進めます。
●地域福祉への障害のある人の参加を進めるため、地区福祉委員
会と当事者団体との連携した取り組みを支援します。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

②岸和田市社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会との連携
の推進

●地域福祉活動の実践において、中心的な役割を担っている岸和
田市社会福祉協議会や民生委員児童委員協議会との連携を引き
続き推進するとともに、活動に対する支援の充実を図ります。

平成25年度実施（実績）内容

6／466／466／466／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 7

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

社会福祉協議会 ボランティアセンター
の活動推進
（平成元年開設）

①ボランティアコーディネーターとボランティアアドバイザーの配置によ
る相談受付
②各種ボランティア講座、ボランティア体験プログラムの実施による啓
発と人材の発掘と養成
③企業向け社会貢献啓発チラシの作成
④情報紙の発行やボランティアサロンの開催によるボランティア活動に
関する情報の発信
⑤地域の福祉活動・福祉学習への参加促進

Ａ１ 引き続き事業を推進 継続

社会福祉協議会 障害のある人のため
の社会参加プログラ
ムの開発

・障害者（当事者）が社会参加できる環境の整備
　福祉施設、ボランティアグループ等に障害者の受入れについて提案
し、コーディネートした。
・社会参加プログラムの開発
　岸和田精神障害者の生活を支える会「げんき」の会と共催で、誰もが
気軽に参加できる「こころの居場所」を実施し、参加した当事者がボラン
ティアとして活動できるようコーディネートした。

Ａ２ 引き続き事業を推進 継続

社会福祉協議会 企業向け社会貢献啓
発資料の作成

11月に、企業向けに、社会貢献のための取組み例などを掲載した資料
を作成し、商工会議所等を通じて1700企業に配布した。

Ａ３ 企業を対象に社会貢献に関する意識調査のためのヒアリングを実施。 継続③企業の社会貢献活動の促進

 ●障害のある人の多様なニーズに対応するため、岸和田市社会福
祉協議会との連携により、企業やその従業員のボランティア活動等
の貢献活動を促進します。

②障害のある人のボランティア活動への参加の促進

●障害のある人のボランティア活動への参加を促進するため、岸和
田市社会福祉協議会や当事者団体と連携して、能力を生かした活
動の開発とともに、障害の状態に応じた支援体制づくりを進めま
す。

①ボランティアセンターの活動の充実

●市民活動やボランティア活動の多様化に伴い、様々な相談に対
応できるよう、ボランティアセンターの体制の充実を進めます。
●ボランティア活動の支援や利用者の支援を進めるため、ボラン
ティアに関するタイムリーな情報の収集や発信を進めます。
●障害のある人のニーズに対応できるよう、ボランティア講座の内
容を充実するとともに、専門的な技術を持つボランティアの養成を
進めます。また、勤労者等が参加しやすいよう、曜日や時間、場所
などの工夫を行います。

　　（１）　ボランティア活動に対する支援の充実

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成25年度実施（実績）内容

施策・事業の体系

平成26年度予定（目標）
担当課

　４　ボランティア活動の推進

Ⅰ　ともに生き支えあう地域をつくる

7／467／467／467／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 8

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

建設指導課 府条例に基づく本市
の事前協議

・法、条例に基づく申請、届出及び相談に関し適切に対応した。 Ａ１ ・法、条例に基づく申請、届出及び相談に関し適切に対応する。 継続

自治振興課 市民センター整備事
業

・平成24～25年度　市民センター整備事業
　（仮称）岸和田中部地区市民センター
　　敷地面積2,823㎡　建築面積1,343㎡　延床面積2,772㎡　Ｓ造3階建
　（仮称）久米田地区市民センター
　　敷地面積3,499㎡　建築面積2,122㎡　延床面積2,830㎡　RC造2階建
　※ユニバーサルデザインに基づくバリアフリー対応を計画
　　（23年度当事者も含めて意見を聴く機会を設けた）

Ｓ 事業終了

障害者支援課 「車いす対応トイレ」
や「着脱台」等の整備

・市の公共施設の新設や建て替え等の実績はなかった。 Ｂ ・市の公共施設の新設や建て替え等の設計段階において、関係課と協
議を行っていく。

継続

東岸和田駅付近
高架対策室

JR阪和線東岸和田駅
付近高架化事業

・バリアフリー化などに向けた大阪府・岸和田市・西日本旅客鉄道（株）
による推進

Ａ１ ・バリアフリー化などに向けた大阪府・岸和田市・西日本旅客鉄道（株）
による推進

継続

公園街路課 公園管理事業 ごみのポイ捨て禁止等の啓発看板の設置した。 Ａ２ ごみのポイ捨て禁止等の啓発看板の設置を継続して行っていく 継続

平成26年度予定（目標）

②トイレなど設備の改善の推進

●公共施設の新設や建て替え、既存施設の改善に際しては、バリ
アフリー新法で設置が義務づけられた「車いす対応トイレ」や「オスト
メイト対応トイレ」の整備を進めます。
●公園等の車いすトイレについて、ごみの投棄などを行わないよ
う、市民のモラル向上を働きかけるとともに、地域住民の協力を得
て適正な管理を進めます。

平成25年度実施（実績）内容

①福祉のまちづくり条例等に基づくまちづくりの推進

 ●すべての市民が利用しやすいよう、平成18年6月制定の「高齢
者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー
新法）」や平成21年３月改正の「大阪府福祉のまちづくり条例」に基
づき、新設施設の整備や既存施設の改善を計画的に進めます。
●民間・公益施設についても、市民や事業者等に対する条例や要
綱の周知を進め、改善を働きかけていきます。
●公共施設の新設、建て替え等に際しては、意見を伺う場に当事
者の参加を得るなど、利用しやすいようバリアフリー化、ユニバーサ
ルデザイン化を進めます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋） 担当課

施策・事業の体系

　　（１）　利用しやすい快適な都市施設づくり

　１　バリアフリー化の推進

Ⅱ　安全・安心・快適に暮らせるまちをつくる

8／468／468／468／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 9

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

都市計画課 バリアフリー化事業 ・公共交通事業者及び道路管理者の特定事業計画における進行管理
　　平成25年度　道路整備延長　Ｌ＝0.6ｋｍ

Ａ２ ・公共交通事業者及び道路管理者の特定事業計画における進行管理
　　平成26年度　道路整備延長　Ｌ＝0.1ｋｍ（予定）
・南海本線岸和田駅及び春木駅における内方線ブロック整備に対して
助成（予算4,800千円）

継続

東岸和田駅付近
高架対策室

JR阪和線東岸和田駅
付近高架化事業

・バリアフリー化などに向けた大阪府・岸和田市・西日本旅客鉄道（株）
による推進

Ａ１ ・バリアフリーなどに向けた大阪府・岸和田市・西日本旅客鉄道（株）に
よる推進

継続

道路河川課 交通安全施設整備事
業

・交通安全施設整備事業
    久米田東西線歩道設置工事　L=220m　W=2.0m　23,680千円
　　交通安全施設設置工事（その１）
　　　　　　　　　　　　　　　　転落防止柵L=68m他　9,776千円
　　交通安全施設設置工事（その２）
　　　　　　　　　　　　　　　　区画線工　L=11,681m　他　6,897千円
　　交通安全灯設置工事　安全灯　6基　　1,911千円

Ａ１ ・交通安全施設整備事業
    久米田東西線歩道設置工事　L=250m　W=2.0m　30,000千円
　　交通安全施設設置工事（その１）　転落防止柵L=100m他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,000千円
　　交通安全施設設置工事（その２）　区画線工L=2,000m他　3,000千円
　　交通安全灯設置工事　安全灯　5基　　2,000千円

継続

公園街路課 岸和田港福田線事業 道路詳細実施設計業務において検討
（※工事未着手、用地買収中）

Ａ２ 道路詳細実施設計業務において検討を行っていく。 継続

介護保険課 福祉有償運送事業 ・福祉有償運送事業者数（市内）
　　事業者数（２５年８月１日現在）　１０事業者

Ａ２ ・福祉有償運送事業者数（市内）
　　事業者数（２６年５月１日現在）　10事業者

継続

障害者支援課 重度障害者等タク
シー助成事業

・重度障害者等タクシー助成事業実施契約事業者数 56社
　　平成２５年度予算　　　16,731千円　　2,000人(見込み）
　　平成２５年度実績　　16,699,270円　1,927人（実績）

Ａ１ ・重度障害者等タクシー助成事業実施契約事業者数 59社
　　平成26年度予算　　17,042千円　　2,000人（見込み）

継続

都市計画課 バス交通充実事業 ・コミュニティバス新規ルート試験運行
　　下松駅を起終点とし山直北・城東校区を中心としたルートで再試験
運行を実施
　　運行期間　平成25年７月１日から平成26年３月31日まで
　　事業費　　 平成25年度　11,233千円
・ローズバスの運行
　　運行期間　平成25年４月１日から平成26年３月31日まで
　　事業費　　 平成25年度　18,500千円

Ｓ ・ローズバスの運行
　　運行期間　平成26年４月１日から平成27年３月31日まで
　　事業費　　 平成26年度　21,000千円（予算）

継続

都市計画課 自転車駐車対策事業 ・放置自転車撤去
　　放置防止啓発活動業務委託等
　　平成25年度実績　指導台数4,392台　撤去台数3,028台
返還台数1,438台

Ｓ ・放置自転車撤去
　　放置防止啓発活動業務委託等
　　平成26年度目標　指導台数5,000台　撤去台数3,500台　返還台数
2,000台

継続

学校教育課 交通安全教室 ・各学校園において実施し、自転車のマナーや交通安全について学
習。
　Ｈ２５の実施･･･小学校（２４）校、中学校（１１）校、幼稚園（２３）園

Ｓ ・各学校園において実施し、自転車のマナーや交通安全について学
習。
　Ｈ２６の実施予定･･･小学校（２４）校、中学校（１１）校、幼稚園（２３）園

継続

平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋） 担当課

③移動の利便性の確保

●重度障害のある人の移動の利便性を確保するため、タクシー助
成券の発行による支援を引き続き行います。
●公共交通空白地区の解消のための具体的な取り組みとして、岸
和田市公共交通検討委員会での検討結果を踏まえ、地域巡回バス
の新規ルートの試験運行を実施します。また、既存ルートについて
も改善を図ることにより、利便性の向上に努めます。

①交通バリアフリー化の推進

●これまでに策定した交通バリアフリー基本構想に基づき、駅舎及
び駅周辺地区の特定経路の整備を計画的に進めていきます。

④歩道利用のマナーの向上

●車いす利用の人や目の不自由な人が移動しやすいよう、自転車
の歩道走行や歩道上の駐輪・駐車、商品のはみ出し展示など、通
行の妨げとなる行為をなくすため、放置禁止区域内の自転車・ミニ
バイクの撤去や、学校や地域での交通安全教室など、多様な機会
を活用して市民のマナーの向上に努めます。

②計画的な道路の新設・改良の推進

●障害のある人をはじめ、子どもから高齢者までだれもが移動しや
すいよう、段差の解消をはじめ、点字ブロックの敷設等を進めます。
●安全な歩行空間確保のため、道路改良による歩道設置を進めま
す。
●交通安全施設について、警察と協議しながら整備を進めます。

　　（２）　利用しやすい交通環境の整備の推進

施策・事業の体系

Ⅱ　安全・安心・快適に暮らせるまちをつくる

　１　バリアフリー化の推進

9／469／469／469／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 10

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

建築住宅課 市営住宅整備事業 市営住宅におけるグループホームの導入検討
・事業は着手していないが検討中

Ｂ 府営住宅でのグループホーム導入手法等を大阪府福祉部障害室生活
基盤推進課に教示してもらい、市営住宅においてのグループホーム導
入に際しての問題点を研究します。

継続

建築住宅課 市営住宅整備事業 高齢者等居住安定化の促進
・事業は着手していないが検討中

Ｂ 府内市町営住宅建替事業にかかる意見交換会に参加し、他市での導
入事例に基づき、施設の導入を検討していく。

継続

建築住宅課 市営住宅整備事業 25年度供給
　車椅子常用者向け住戸　５戸

平成27年度竣工予定の（仮称）尾生第２住宅では、
車椅子常用者向け住戸２戸を確保するよう実施設計に織り込む。

Ａ１ 平成26年度供給
　車椅子常用者向け住戸　５戸

平成27年度竣工予定の（仮称）岸和田市営尾生第２住宅で、車椅子常
用者向け住戸２戸を確保し建設。

継続

福祉政策課 シルバーハウジング
事業

・事業を継続し、シルバーハウジングについて、生活援助員の派遣のほ
か、民生委員・児童委員、老人クラブなどの関係団体との連携を一層強
化し、生活相談や緊急時の対応などの支援を行うための体制づくりを
推進した。

Ａ１ ・事業を継続し、シルバーハウジングについて、生活援助員の派遣のほ
か、民生委員・児童委員、老人クラブなどの関係団体との連携を一層強
化し、生活相談や緊急時の対応などの支援を行うための体制づくりを
推進します。

継続

建築住宅課 あんしん賃貸支援事
業の促進

・不動産関係団体、居住支援を行う団体、行政等による住宅確保要配
慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するための組織である「居
住支援協議会」の設立を目指します。
・事業は着手していないが検討中
・ホームページ上に大阪あんしん賃貸支援事業の情報提供

Ｂ ・不動産関係団体、居住支援を行う団体、行政等による住宅確保要配
慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するための組織である「居
住支援協議会」を設立する為の手法を研究します。

継続

障害者支援課 あんしん賃貸支援事
業の促進

「大阪あんしん賃貸貸付支援事業」について、建築住宅課ホームページ
で情報提供を行っている。
関係課と連携し、市民・不動産業者等への障害者理解の啓発には至ら
なかった。
・大阪府が実施している「宅地建物取引業人権推進指導員制度
」について、市広報誌にて掲載を行っている。

Ｂ 関係課と連携し、市民・不動産業者等への障害者理解の周知・啓発に
努めます。

継続

⑤大阪あんしん賃貸支援事業の促進

● 「住宅セーフティネット法」を受け、民間賃貸住宅市場において、
障害のある人や高齢者等が円滑に入居できることをめざした「大阪
あんしん賃貸支援事業」を促進します。
● 民間賃貸住宅において、障害のある人や高齢者などが円滑に
入居できるよう、市民への啓発、住宅建物取引業者の健全育成に
努めます。

③障害者向け住宅の供給

●市営住宅の建て替えにおいては、引き続き50戸に１戸以上の割
合で福祉住宅（車椅子常用者向特別設計住宅）を確保します。

担当課

①市営住宅におけるグループホームの導入の検討

●障害のある人の施設や病院からの地域移行を進めるとともに、
ひとり暮らしのニーズに対応できるよう、市営住宅においてグループ
ホームの導入を図るための制度を関係課と連携して研究します。

Ⅱ　安全・安心・快適に暮らせるまちをつくる

　　（１）　住まいの確保

平成26年度予定（目標）

②高齢者等居住安定化の促進

●障害のある人や高齢者等が安心して生活できる住まい、住環境
整備を図るため、「高齢者等居住安定化推進事業」を促進します。
●障害のある人や高齢者等の地域における福祉拠点を構築するた
め、市営住宅において、民間事業者等との協働による医療・福祉
サービス施設等の生活支援施設の設置を検討します。

④高齢者向け住宅の供給促進

● 「高齢者住まい法」の改正を受け、高齢者が安心して生活するこ
とができる住まい及び居住環境を整備することにより、「サービス付
高齢者向け住宅」の供給を促進します。
● シルバーハウジングについて、生活援助員の派遣のほか、民生
委員・児童委員、老人クラブなどの関係団体との連携を一層強化
し、生活相談や緊急時の対応などの支援を行うための体制づくりを
推進します。

平成25年度実施（実績）内容
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

　２　障害のある人の住宅の充実施策・事業の体系
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 11

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

建築住宅課 市営住宅管理事業 ・空き家改修に伴い、住宅内手摺（浴室、便所）設置等バリアフリー化に
努めている。
25年度予定　空き家改修対象５戸に住戸内手摺を設置。

Ａ１ ・空家改修に伴い、住宅内手摺（浴室、便所・玄関）設置等バリアフリー
化に努めている。
平成26年度は空家改修対象13戸に住宅内手摺設置予定。

継続

障害者支援課 住宅改造費助成事業 ・重度障害者住宅改造費助成の実績
　　平成25年度　　3件　　　2,299千円

Ａ１ ・重度障害者が住み慣れた地域で自立し安心して生活ができるようにす
るための住宅改造について助成を行う。
　平成26年度予算額　　　12,000千円

継続

障害者支援課 日常生活用具給付事業 ・居宅生活動作補助用具支給数
　　平成25年度　　1件　　　　180千円

Ａ１ ・障害者の居宅生活動作等を円滑にする用具であって設置に小規模な
住宅改修を伴うものを対象に支給する。
　平成25年度（参考）　　1件　　　180千円
　平成26年度予算　　　　　　　41,585千円（日常生活用具）

継続

介護保険課 住宅改修費給付事業 ・手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、改修費の９割
相当額が、住宅改修費として支給される。

住宅改修費の決算見込
　　平成25年度　　　　　68,746千円

Ａ２ ・手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をした際、改修費の９割
相当額が、住宅改修費として支給される。

住宅改修費の予算
　　平成26年度　　　　　80,674千円

継続

②住宅改造の推進

●岸和田市障害者等日常生活用具給付等事業の中で、居宅生活
動作補助用具として住宅改修を行います。
●介護保険による住宅改修について、現地確認などの適正化を実
行しながら、利用者のニーズに応じた適切なサービスを提供してい
きます。
●障害のある人や高齢者が暮らしやすいように、住宅を改造する際
に助成を行う「岸和田市重度障害者住宅改造費補助事業」を推進し
ます。

①市営住宅のバリアフリー化の推進

●一般向けの市営住宅においても高齢者対応仕様に基づき、エレ
ベーターやスロープを整備するなど、バリアフリー化を推進します。

　　（２）　障害のある人が生活しやすい住まいづくり

Ⅱ　安全・安心・快適に暮らせるまちをつくる

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系 　２　障害のある人の住宅の充実

平成25年度実施（実績）内容
担当課

平成26年度予定（目標）
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 12

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

危機管理課 災害時における要援
護者登録

平成25年度実績
・災害時における要援護者登録申請者数
　　平成25年度末時点での登録申請者数　１，３７０人

Ａ１ 災対法改正に伴い、現行制度を改め、対象となる要支援者をあらかじ
め市のデータから抽出し名簿を作成することとし、そのための岸和田市
要支援者支援プランを策定チーム担当課と共同で策定する。また、策
定後の名簿管理システムについても検討する。

充実

社会福祉協議会 小地域ネットワーク活
動

・要援護者支援プランの会議に参加し、日常活動と災害時の結びつきを
発信しました。

Ａ１ ・大規模災害時、地区福祉委員会も何らかの形で要援護者を迅速に助
け出せる仕組みを検討していきます。

継続

危機管理課 避難所の整備
【拡充】

・避難所
　広域避難所　浜工業公園ほか　　計３ヶ所
　一時避難所　千亀利公園及び各小・中・高等学校の運動広場他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計５５ヶ所
　避難所　　市立公民館他　　　計６７ヶ所

Ａ３ 避難行動要支援者支援プランの策定と合わせて、福祉避難所ガイドラ
インの検討を保健福祉部担当課等と共同で行う。また、策定にあたって
は、福祉関係団体への意見聴取会も実施し、より具体的なガイドライン
としていくことで、福祉避難所の指定を円滑に進めていきたい。

充実

福祉政策課 福祉避難所の指定 ・岸和田市避難行動要支援者支援プランの中で福祉避難所ガイドライ
ンを策定し、その設置基準によって福祉避難所を指定することとなって
いる。危機管理課が中心に関係課及び関係団体と協議を進めたが、関
係団体の意見聴取会からの意見を反映させるための協議に時間を要し
たため、福祉避難所ガイドラインの議論まで及ばなかった。

Ａ２ ・福祉避難所については、平成26年度に策定予定の岸和田市避難行
動要支援者支援プランに基づき、関係団体と協議しながら福祉避難所
の設置基準等を定め、指定する予定である。

継続

障害者支援課 福祉避難所の指定 ・福祉避難所の指定については、岸和田市災害時要援護者支援プラン
案の中で明記したが、意見聴取会からの意見を反映させるための協議
に時間を要したため、策定までは至らなかった。

Ａ２ ・福祉避難所については、平成26年度に策定予定の岸和田市避難行
動要支援者支援プランに基づき、関係団体と協議しながら福祉避難所
の設置基準等を定め、指定する予定である。

継続

危機管理課 防災情報システムの
整備

・防災情報システムの整備
　　防災行政無線　　屋外受信支局　　　　９３ヶ所
　　　　　　　　　　　　　屋内個別受信局　　　１２５台
　　土砂災害情報相互通報システム
　　電話による雨量情報の配信
　　全国瞬時警報システム（J-ALERT)
　　防災行政無線スピーカーからの災害情報の配信

Ａ１ 平成２７年度の運用に向け、防災行政無線のデジタル化の整備を行う。 充実

危機管理課 防災活動の推進
【拡充】

平成25年度実績
　防災出前講座　　41件
　防災訓練（避難誘導訓練）岸和田市総合防災訓練5月30日開催
　市民防災講座　　全3回　参加者28人
　防災福祉コミュニティ講演会　11月23日開催

Ａ１ 平成26年度予定（目標）
　防災出前講座　50件
　防災訓練(避難誘導訓練）岸和田市総合防災訓練５月23日開催予定
　市民防災講座　　全３回　参加者30人
　防災福祉コミュニティ講演会　１月25日開催予定

継続

消防本部予防課 防災活動の推進 ・事業所や団体からの依頼や届出によるもの
　　２５年度（実績）　　出前講座　４回
　　防火・防災訓練（避難誘導訓練）延べ872回　内指導回数136回
　　参加者　　延べ6､110人

Ａ ・聴覚や視覚等に障害がある場合でも、臆せず積極的に防災訓練（避
難誘導訓練）に参加できるよう、講習の周知方法を計る。
また、防災訓練（避難誘導訓練）内容の充実を図り、障害がある人で
も、周りと協力し訓練に参加できるような工夫をする。

継続

消防本部消防署 防災活動の推進 ・事業所や団体からの依頼や届出によるもの
　　２５年度（実績）
　　救急講習　　全９４回　　うち指導回数０回
　　　　参加者 　３，５８９人 　うち指導人員０人

Ａ ・聴覚や視覚等に障害がある場合でも、臆せず積極的に救急講習に参
加できるよう、講習の周知方法を計る。
また、救急講習内容の充実を図り、障害がある人でも、理解しやすいよ
うに工夫する。

継続

平成26年度予定（目標）
担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

平成25年度実施（実績）内容

①災害時に援護が必要な人の把握と避難体制づくり

●大規模災害時に重度障害のある人などが迅速に避難できるよ
う、援護が必要な人の登録を促進します。
●市内全地区での自主防災組織の結成や、避難誘導・安否確認体
制の確立に向けて働きかけます。

④地域での防災活動の推進

●災害時に被害を最小限にとどめるため、災害に対する知識や災
害時の対応について、地域での防災学習を進めるとともに、障害の
ある人なども参加した避難訓練等防災訓練の促進を図ります。
●消防職員の手話講習の充実と、聴覚障害や視覚障害のある人に
対する救急講習など、障害のある人も参加できる訓練の充実を図り
ます。

施策・事業の体系

Ⅱ　安全・安心・快適に暮らせるまちをつくる

③障害のある人に対応した防災情報の提供

●災害時の災害情報を視覚障害のある人や聴覚障害のある人に
も適切に伝えられるよう、関係機関や団体等あるいは様々な媒体を
使用して提供していきます。

　３　防災対策の推進

②障害のある人に配慮した避難所の確保の推進

●災害時の避難生活において、障害のある人が支障なく利用でき
るよう、避難所施設のバリアフリー化やトイレの整備を進めます。ま
た、視覚障害や聴覚障害のある人への情報伝達がスムーズに行わ
れるよう、配慮を行います。
●老朽化した施設の避難所については、建て替え等の検討を早急
に行い、整備を進めます。
●医療的ケアが必要な障害のある人や集団生活になじみにくい障
害のある人が生活しやすいよう、社会福祉施設等を使用できるよう
に関係機関との調整を行い、福祉避難所としての指定を進めていき
ます。

　　（１）　障害のある人の安全の確保に配慮した防災対策の推進
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 13

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

自治振興課 防犯活動の推進
地区市民協議会支援
事業
防犯活動事業
防犯灯設置支援事業
防犯灯電気料金支援
事業

・地域住民による地域のまちづくりの支援として、各校区に設置されて
いる地区市民協議会に補助を実施しており、各校区で夏休みや歳末の
パトロールなどを行った。
・市民生活の平穏と安全の確保を図ることを目的とし、本市における盗
犯の予防と、暴力排除及び少年非行防止をめざして活動している岸和
田防犯協議会に対し、その運営の経費の一部を補助した。
・地域の防犯及び事故防止を図り、明るいまちづくりに寄与することを目
的として、一般道路、橋等に設置する防犯灯の設置、交換及びその使
用に係る電気代の一部を、町会・自治会に助成した。
・防犯カメラによる犯罪抑止対策事業に係る防犯カメラ（２９台）の維持
管理。

Ｓ ・地域住民による地域のまちづくりの支援として、各校区に設置されて
いる地区市民協議会に補助を実施しており、各校区で夏休みや歳末の
パトロールなど行っている。
・市民生活の平穏と安全の確保を図ることを目的とし、本市における盗
犯の予防と、暴力排除及び少年非行防止をめざして活動している岸和
田防犯協議会に対し、その運営の経費の一部を補助している。
・地域の防犯及び事故防止を図り、明るいまちづくりに寄与することを目
的として、一般道路、橋等に設置する防犯灯の設置、交換及びその使
用に係る電気代の一部を、町会・自治会に助成している。
・防犯カメラによる犯罪抑止対策事業に係る防犯カメラ（２９台）の維持
管理と町会・自治会が設置する防犯カメラへの補助を実施する。

継続

生涯学習課 「こども１１０番運動」
の推進と周知
子どもの安全見まもり
隊事業

・8月「こども110番月間」の啓発
　110番の旗、タペストリーの配布や『「こども110番」の家』に取り組み家
庭などの協力
・ＰＴＡが主体となり、地域の方々の協力を得ながら子ども達の登下校
時の安全確保、啓発に努めた。

Ａ１ ・8月「こども110番月間」の啓発
　　110番の旗、タペストリーの配布や『「こども110番」の家』に取り組み
家庭などの協力
・ＰＴＡが主体となり、地域の方々の協力を得ながら子ども達の登下校
時の安全確保、啓発に努めていく。

継続

消費生活セン
ター

消費者被害の防止 ・支援学校や障害者相談支援事業所、通所事業所などから消費者被害
防止の出前講座の要請があれば、消費生活相談員を講師として派遣
する。今年度実績なし。

Ｂ ・支援学校や障害者相談支援事業所、通所事業所などから消費者被害
防止の出前講座の要請があれば、消費生活相談員を講師として派遣
する。

継続

障害者支援課 アクセス情報の周知 障害者の支援に活用できる制度の周知に至りませんでした。 Ｂ 大阪府警が聴覚や言語に障害のある方の緊急通報用（事件、事故、緊
急事態発生時）として開設しているFAX110番・メール110番の事業につ
いて、ホームページなどで市民に周知します。

継続

平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容

①地域での防犯活動の推進

●地域から犯罪や事故をなくすため、地域住民による見回り活動の
促進や、地域ぐるみの防犯体制づくりを進めます。
●障害のある児童や障害のある人が、地域で犯罪に巻き込まれそ
うになった時に駆け込めるよう、商店や民家の協力を得て、子ども
110番の家などの指定を促進します。

②消費者被害の防止と対応の推進

●障害のある人を詐欺や消費者被害から守るため、悪質商法に関
する手口について、支援学校や障害者相談支援事業所、通所事業
所などと連携し、情報提供や啓発を進めるとともに、被害相談への
対応を進めます。

③警察へのアクセス情報の周知

●警察と連携し、緊急時にＦＡＸによる緊急通報の受理（ＦＡＸ110
番）やＥメールによる緊急通報の受理（メール110番）、ＦＡＸネット
ワークの構築等による障害のある人への情報提供を行っていること
の周知を進めます。

担当課

施策・事業の体系

　　（１）　障害のある人の防犯対策の推進

Ⅱ　安全・安心・快適に暮らせるまちをつくる

　４　防犯対策の推進

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 14

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

健康推進課 妊婦・乳幼児健康診
査
【拡充】

・安心して安全な妊娠・出産に臨むために、妊婦健康診査費用助成の
拡充にとりくんだ。妊婦１人あたり公費負担総額を増額した。
妊婦１人あたりの妊婦健康診査公費負担総額
（平成24年度：58,690円→平成25年度：74,590円に増額。）
公費負担額の増額により、妊婦健康診査の受診率が若干伸びた。
（平成24年度：95.6%→平成25年度：96.6％）
・発達障害の早期発見、早期療育につなげるため、乳幼児健康診査に
おける運動発達項目・精神発達項目の見直しを行った。予診票の内容
を充実し、従事者には予診時等の面接技術向上に向けて課内で研修を
行った。
・未熟児訪問指導事業の移譲に伴い、未熟児の疾病や発達障害の早
期発見・早期療育につなぐために専門医をはじめ、必要な人材を確保
し、経過観察健康診査の充実に努めた。

Ａ２ ・妊婦健康診査費用助成の更なる拡充として、公費負担額の増額ととも
に、妊婦健康診査の受診率向上をめざす。

・発達障害の早期発見、早期療育につなげるため、継続して乳幼児健
康診査のスクリーニング基準等を見直す。

・乳幼児健康診査の従事者の技術向上に継続して努める。

・経過観察が必要な子どもの早期発見・早期療育につなぐために、今後
も必要な人材を確保し、経過観察健康診査やフォロー教室の充実に努
める。

充実

健康推進課 健康相談・育児相談
栄養相談・歯科相談
親支援カウンセリング
パパママ教室
離乳食講習会
のびのび教室

・各種相談事業において、保護者の不安を傾聴し、支援につなげられる
よう、課内研修等により、従事者同士でスキルアップに努めた。
・のびのび教室における保護者支援のスキルアップに向けて課内で従
事者研修等を行い、発達の見方等を学んだ。
・のびのび教室の保護者に対し、保護者学習会、懇談会、進路説明会
等を開催した。生活習慣の改善を促し発達を伸ばすために必要なこと
について、保護者にわかりやすい媒体を作成・説明したことで、保護者
が理解し、より良い支援につながった。
・療育を必要とする子どもに対し、効果的な支援ができるよう、関係機関
との情報交換の機会が増えた。
・パパママ教室の内容を見直し、産後の育児への不安が軽減できるよう
に努めた。
・子どもの栄養相談、歯科相談に関して、個別に丁寧に対応できるよ
う、アンケートの見直し等を行った。
・心理カウンセラーが十分に保護者の育児等の悩みを傾聴し、アドバイ
スできるよう、課内の従事者とうまく連携ができた。

Ａ１ ・今後も 各種相談・教室等の母子保健事業において、保護者の不安を
傾聴し、支援につなげられるよう、スキルアップに努める。

・のびのび教室の保護者に対し、保護者学習会、懇談会、進路説明会
等を開催し、保護者を理解し、より良い支援が行えるよう努める。

・のびのび教室や療育を必要とする子どもに対し、効果的な支援ができ
るよう、今後も関係機関との連携やスキルアップに努める。

継続

健康推進課 養育支援訪問
乳児家庭全戸訪問
妊産婦・新生児・乳幼
児訪問
未熟児訪問

・各訪問事業を通して、訪問支援者への研修会や懇談会を行ったこと
で、訪問支援者の意識やスキルが向上した。

Ａ１ ・今後も効果的な訪問指導ができるように訪問支援者の懇談会や研修
会を実施する。

継続

施策・事業の体系

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

①各種健診の充実

●妊娠中や乳幼児期における病気や障害の早期発見・早期予防が
できるよう、各種健診の円滑な事業実施を進めるとともに、広報紙
等によるＰＲを徹底し、受診率の向上を図ります。
●経過観察が必要な場合の専門医の確保に努め、健診内容と事
後フォローの充実を図ります。

担当課

③訪問指導の充実

●育児不安など養育支援が必要な要フォローケース及び、精神発
達や運動発達等において、将来的に障害をきたす恐れのある乳幼
児に対し、臨床心理士等の訪問支援者による家庭訪問を行い、関
係機関との連携をとりながら、適切な養育支援の充実に努めます。

②育児相談の充実

●健康相談・育児相談については、妊娠中や育児の不安や悩みに
対応するため、面接や電話などによる相談事業を充実します。ま
た、健診や健康教育と併せた相談事業の実施など機会の充実に努
めます。
●専門的な内容の相談への対応が可能となるよう、医療機関や保
健所等関係機関と連携していきます。

　　（１）　母子保健の充実

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

　１　障害の早期発見・早期療育の充実

平成25年度実施（実績）内容

14／4614／4614／4614／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 15

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

保育課 療育支援事業 ・障害のある子どもに対する大阪府の相談、指導機関として岸和田子ど
も家庭センターが設置されていますが、重度の障害がある乳幼児の療
育をすすめるために、専門的な機能を有した療育センターを設置するよ
う府に要望していきます。⇒要望はできていない状況。市単独では難し
いので、泉州ブロックなど広域的な要望で検討する必要あり。

Ｂ ・障害のある子どもに対する大阪府の相談、指導機関として岸和田子ど
も家庭センターが設置されていますが、重度の障害がある乳幼児の療
育をすすめるために、専門的な機能を有した療育センターを設置するよ
う府に要望していきます。

継続

保育課 （仮称）総合通園セン
ター構想推進事業

・肢体不自由児・知的障害児療育施設等を統合し、療育上の統括的な
施設を設置することにより、障害の早期発見、早期療育・保育の一貫性
の確立及び障害児の受入れ体制の充実を図ることとなり、本市の障害
児療育システムの充実に大きく貢献するために検討をおこなった。ま
た、福祉総合センターの建替会議の中で（仮称）総合通園センターの実
現に向け、関係課と協議を行った。

Ａ ・肢体不自由児・知的障害児療育施設等を統合し、療育上の統括的な
施設を設置することにより、障害の早期発見、早期療育・保育の一貫性
の確立及び障害児の受入れ体制の充実を図ることとなり、本市の障害
児療育システムの充実に大きく貢献するために検討を行っていきます。
また、（仮称）総合通園センター設置のため協議・検討を踏まえつつ、市
民のニーズに対応していくためにいながわ療育園やパピースクールの
充実を行っていきます。

継続

健康推進課 発達相談事業 　【心理発達相談】
　巡 回 発 達 相 談      　　　　218回/年
　フォロ－のびのび発達相談　36回/年
  乳幼児発達相談（予約制 ）　    56回/年
　保育所入所の発達相談　 　　　11回/年
　乳幼児健康診査
　１歳６か月児健康診査　　　　25回／年
　３歳６か月児健康診査　　　　24回／年
　約束健診（経過観察健診） 　36回／年
・乳幼児健康診査等で従来の障害のある子どもに加え、発達障害の子
どもを早期に発見できるようにスクリーニングを強化して取り組んだ。ま
た保健師・相談員・理学療法士・栄養士・看護師等チームで保護者の相
談に応じれるように体制を整備した。
・療育施設・保育所・幼稚園等への巡回相談を定期的に実施し、障害の
ある（疑いを含む）子どもや保護者に適切な支援が行えるように発達評
価やアドバイスを行った。また個別相談で発達の様子が分かりにくい
ケースについては、集団観察を行い、集団の中での支援方法について
検討し、アドバイスを行った。
・平成22年度から市関係課で実施している相談支援ファイル「あゆみ
ファイル」を発達相談の中で保護者・関係機関に勧奨したり、すでに作
成済みの場合は活用方法について情報提供した。
・専門性の向上のために、学会や研修会に参加し、新しい情報や技術
を得て、相談に活かした。

Ａ１ ・平成26年度事業実施予定
【心理発達相談】
　巡 回 発 達 相 談      　　　　　　　　220回/年
　フォロ－のびのび発達相談　  　　36回/年
  乳幼児発達相談（予約制 ）　   　　50回/年
　保育所入所の発達相談　 　　　 　15回/年
　乳幼児健康診査
　１歳６か月児健康診査　　　　　　25回／年
　３歳６か月児健康診査　　　　　　24回／年
　約束健診（経過観察健診） 　　　36回／年
・乳幼児健康診査等で従来の障害のある子どもに加え、発達障害の子
どもを早期に発見できるようにスクリーニングを強化する。また保健師・
相談員・理学療法士・栄養士・看護師等チームで保護者の相談に応じ
れるように体制を整備する。
・療育施設・保育所・幼稚園等への巡回相談を定期的に実施し、障害の
ある（疑いを含む）子どもや保護者に適切な支援が行えるように発達評
価やアドバイスを行う。また個別相談で発達の様子が分かりにくいケー
スについては、集団観察を行い、集団の中での支援方法について検討
し、アドバイスを行う。
・保護者の了解のうえ、支援が必要な子どもに対しては、相談支援ファ
イル「あゆみファイル」を勧奨して、各関係課で子どもの支援について情
報共有していく。
・専門性の向上のために、学会や研修会に参加し、新しい情報や技術
を得て、相談に活かす。

継続

健康推進課 岸和田市子育て支援
地域協議会障害児療
育部会

・障害児の療育や教育に関する関係機関の連携を図るための組織として、岸
和田子ども家庭センター、岸和田保健所、府立岸和田支援学校、府立佐野支
援学校、教育委員会、障害者支援課、健康推進課、保育課、児童育成課によ
る岸和田市子育て支援地域協議会における障害児療育部会を設置し、就学
前から学齢期にかけての継続的な支援の実現のため、機能を充実させた。
【25年度活動】
　子育て支援地域協議会障害児療育部会の開催 ５ 回
　①各機関の事業、課題の情報交換と共有
　②発達障害の理解と支援
　③あゆみファイルの啓発（中学校の積極的活用）
　④事例検討（一貫したライフステージに伴う連携・協力の在り方について検討）

　⑤新1年生の進路説明会：保護者対象
　⑥研修会：あゆみファイルの活用、各関係機関の情報交換会

Ａ１ ・障害児の療育や教育に関する関係機関の連携を図るための組織とし
て、岸和田子ども家庭センター、岸和田保健所、府立岸和田支援学校、
府立佐野支援学校、教育委員会、障害者支援課、健康推進課、保育
課、児童育成課による岸和田市子育て支援地域協議会における障害
児療育部会を設置し、就学前から学齢期にかけての継続的な支援の実
現のため、機能を充実していきます。
【26年度活動】
　子育て支援地域協議会障害児療育部会の開催 ５ 回
　①各機関の事業、課題の情報交換と共有
　②発達支援が必要な子どもを持つ保護者への支援の検討
　③あゆみファイルの啓発、活用に関する取り組み
　④事例検討
　⑤新1年生の進路説明会：保護者対象
　⑥研修会：あゆみファイルの活用、各関係機関の情報交換会

継続

③相談体制の充実

●近年、障害像が変化してきており、従来の障害に加え発達障害
のある児童が増えてきています。様々な障害のニーズに対応する
ため、相談支援のあり方も変化を求められています。また、保護者
の疾病や育児環境などによる生活支援、ネグレクト等の子育て支援
への配慮を必要とするケースが増えてきていること、医療課題の高
い障害のある児童が、早期に病院から地域に帰ってきていることな
ど、障害のある児童を育てる環境が変化しています。そのため、乳
幼児から就学後18歳まで一貫した支援が継続されるよう、個別の相
談支援ファイル「あゆみファイル」の活用を一層進めるとともに、医
療機関や保健所等関係機関との連携・協力を一層進め、相談体制
等の充実を図ります。

④関係機関のネットワークの充実

●岸和田市子育て支援地域協議会障害児療育部会の活動や岸和
田市障害者自立支援協議会との連携により、障害のある児童の療
育や教育等に関するネットワークを充実します。

②（仮）総合通園センターの検討

●福祉総合センターの建て替えに併せて、いながわ療育園とパ
ピースクールとの統合、系統的な発達相談や障害のある児童が就
学後も継続的な訓練ができる総合通園センターの実現を、保護者
の意見を聞きながら進めていきます。また、パピースクールの認可
をめざしていきます。

　　（２）　障害のある児童に対する療育の充実

①いながわ療育園、パピースクールにおける療育の充実

●障害のある児童の社会適応性の向上や身体機能の向上を図るため、
いながわ療育園、パピースクール等において、専門性を生かした個々の
子どもに対する訓練や指導を進めます。
●発達障害のある児童やひきこもりなどの児童が増加している中で、専門
的な機能を有する療育センターの必要性が増していることから、設置につ
いて大阪府へ要望していきます。

平成26年度予定（目標）
担当課

平成25年度実施（実績）内容

　１　障害の早期発見・早期療育の充実

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

施策・事業の体系

15／4615／4615／4615／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 16

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

健康推進課 心理判定業務 《平成２５年度事業実施》
・保育所入所の発達相談　 　　　11回/年
　
・子どもの発達の全体像を把握するために、保育所で保育士が集団観
察を行い、発達相談員が発達検査を実施した。その中で保護者のニー
ズも把握しながら、子どもの発達状況に応じた支援環境に関する心理
判定を行った。

Ａ１ 《平成26年度事業実施予定》
・保育所入所の発達相談　24回／年
　
・子どもの発達の全体像を把握するために、保育所で保育士が集団観
察を行い、発達相談員が発達検査を実施している。その中で保護者の
ニーズも把握しながら、子どもの発達状況に応じた支援環境に関する
心理判定を行う。

継続

健康推進課 乳幼児健康診査 　《平成２５年度事業実施》
乳幼児健康診査
１歳６か月児健康診査　　　　25回／年
３歳６か月児健康診査　　　　24回／年
約束健診（経過観察健診） 　53回／年

乳幼児健康診査等で把握された発達上経過観察が必要な子どもの保
護者に対し、継続した相談の対応が出来る体制の整備を継続して行っ
た。

Ａ１ 　《平成26年度事業実施予定》
乳幼児健康診査
１歳６か月児健康診査　　　　25回／年
３歳６か月児健康診査　　　　24回／年
約束健診（経過観察健診） 　58回／年

・乳幼児健康診査等で把握された発達上経過観察が必要な子どもの保
護者に対し、継続した相談の対応が出来る体制の整備を継続して行う。
・発達障害の早期発見に努める。

継続

健康推進課 乳幼児発達相談事業 　《平成２５年度事業実施》
【心理発達相談】
　巡 回 発 達 相 談      　　　　　218回/年
　フォロ－のびのび発達相談　　　36回 /年
  乳幼児発達相談（予約制 ）　    56回/年
　

・就学前から就学後に子どもの支援情報がうまく引き継げるように今年
度も保護者に相談支援ファイル「あゆみファイル」の勧奨を行った。
・巡回相談、保健センターでの発達相談を積極的に利用していただける
ように保育所・幼稚園等に利用の勧奨を行った。

Ａ１ 　《平成26年度事業実施予定》
【心理発達相談】
　巡 回 発 達 相 談  　　　　　　　　　230回/年
　フォロ－のびのび発達相談　　  　　36回/年
  乳幼児発達相談（予約制 ）　　   　　55回/年

・健診後、支援が必要な子どもに対して一貫して適切に支援を実施して
いくために、相談支援ファイル「あゆみファイル」の勧奨を保護者に行
い、各関係機関で子どもの支援情報を共有していく。
・巡回相談、保健センターでの発達相談を積極的に利用できるように、
保育所・幼稚園等にも、利用の勧奨を積極的に行う。

継続

担当課

②乳幼児健康診査における発達相談支援事業の充実

 ・ 子育てを取り巻く環境の複雑化や障害の多様化に対応するた
め、スタッフの研修や関係機関との連携強化を図り、相談内容を充
実していきます。

平成25年度実施（実績）内容

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

施策・事業の体系

①心理判定事業の充実

 ・ 保育所入所に伴い子どもの発達の全体像を把握するため、平成
21年度から心理判定に加えて、保育所での集団観察を取り入れた
判定を行っています。引き続きニーズや障害に応じた相談を実施し
ていきます。

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

③乳幼児発達相談支援事業の充実

 ・ 就学前・就学後の支援体制をさらに充実するため、関係各課との
連携強化を図ります。
・ 保育所の巡回相談対象児や幼稚園の発達相談対象児の増加に
対応するため、個別相談に加えて保育所・幼稚園訪問支援などの
相談形態も実施・検討します。
・ 就学前の発見された段階から就学後18歳までを目標に、一人ひ
とりに対応した指導や支援が受けられるよう、個別の相談支援ファ
イル「あゆみファイル」の活用を進めます。

　　 (3)　発達相談事業の充実

　１　障害の早期発見・早期療育の充実
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況
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施策の方向

取り組み 17

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

健康推進課 保育士や幼稚園教諭
の研修の充実

・平成２５年度研修実施
　公立保育所保育士対象研修　　 ０回/年
　民営化園保育士対象研修　　　　１回/年
・障害児保育の充実をはかるため、保育士対象の障害に関する研修や
事例検討を実施した。
・巡回相談を保育所・幼稚園で定期的に実施し、障害のある子どもの適
切な支援方法について保護者とともに検討した。

Ａ１ ・平成26年度研修実施予定
　公立保育所保育士対象研修　　 １回/年
　民営化園保育士対象研修　　　　１回/年
・障害児保育の充実をはかるため、保育士対象に発達障害に関する研
修や支援が必要な子どもの事例検討を実施する。
・巡回相談を保育所・幼稚園で定期的に実施しており、障害のある子ど
もの適切な支援方法について保護者とともに検討する。また子どもの状
況に合わせて、集団観察を実施して、園での対応についても検討する。

継続

人権教育課 幼稚園教諭員の研修
の充実

・幼稚園教諭に、特別支援教育研修、特別支援教育コーディネーター連
絡会、発達検査研修、幼稚園教員研修等で、研修を実施した。また専
門家による巡回相談、訪問支援も実施し、コンサルテーションを行った。

Ａ１ ・幼稚園教諭に、特別支援教育研修、特別支援教育コーディネーター連
絡会、発達検査研修、幼稚園教員研修等で、研修を実施する。また専
門家による巡回相談、訪問支援も実施し、コンサルテーションを行う。

継続

保育課 保育士や幼稚園教諭
の研修の充実

・障害についての研修を公立保育所の若手保育士を対象に実施を予定
していたが、実施できず。

Ｂ ・障害についての研修を公立保育所職員を対象に実施 継続

保育課 障害児保育推進事業 ・公立保育所の障害児保育については、定員の４％を限度として障害
児の入所枠を設けていて、また民営化対象園についても同様に入所枠
を設けています。平成24年度末の入所状況は４％入所枠（７０）人に対
し、（５８）人の障害児（うち中度以上の入所者（８）人を含む）が入所して
います。今後、市内の公立及び私立の保育所についても、保育内容の
充実を図るよう各保育所における取組みを推進しました。
　岸和田市立保育所１１園及び民営化対象園５園で実施（平成25年４月
１日現在）
　１．公立保育所及び民営化対象園入所定員　　　（１，７６０）人
　　　うち、障害児保育入所定員　 （７０）人（各保育所定員の４％）
　２．公立保育所及び民営化対象園入所者数　　　（１，８０３）人
　　　うち、障害児保育入所者数（６０）人（中度以上の入所者１３人を含
む）

Ａ１ ・公立保育所の障害児保育については、定員の４％を限度として障害
児の入所枠を設けていて、また民営化対象園についても同様に入所枠
を設けています。平成25年度末の入所状況は４％入所枠（７０）人に対
し、（64）人の障害児（うち中度以上の入所者（13）人を含む）が入所して
います。今後、市内の公立及び私立の保育所についても、保育内容の
充実を図るよう各保育所における取組みを推進します。
　岸和田市立保育所１１園及び民営化対象園５園で実施（平成26年４月
１日現在）
　１．公立保育所及び民営化対象園入所定員　　　（１，７８０）人
　　　うち、障害児保育入所定員　 （７０）人（各保育所定員の４％）
　２．公立保育所及び民営化対象園入所者数　　　（１，８４６）人
　　　うち、障害児保育入所者数（72）人（中度以上の入所者１３人を含
む）

継続

教育総務課 幼稚園介助事業 ・幼稚園生活への適応が困難な障害のある幼児が、安心して幼稚園生
活を送ることができるよう保育活動への介助のため、平成19年度より介
助員を配置しています。
　平成25年度配置状況（5月現在）
　配置園数：16園　　介助員数：26名

Ｓ ・幼稚園生活への適応が困難な障害のある幼児が、安心して幼稚園生
活を送ることができるよう保育活動への介助のため、平成19年度より介
助員を配置しています。
　平成26年度配置状況（5月現在）
　配置園数：16園　　介助員数：30名

継続

保育課 障害児保育研修事業 ・障害児保育の研修については、保育所職員の中で「障害児保育研究
会」を年9回実施し、互いの情報交換も含め開催しました。また、民営化
園の保育士も障害児保育の質の向上に向けてその研究会に参加して
います。

Ｓ ・障害児保育の研修については、保育所職員の中で「障害児保育研究
会」を年9回程度、互いの情報交換も含め開催しています。また、民営
化園の保育士も障害児保育の質の向上に向けてその研究会に参加し
ています。

継続

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

平成25年度実施（実績）内容

②障害児保育・教育の推進

●障害の有無にかかわらず、ともに学び、ともに育つことができるよ
うな視点での保育・教育の充実を図ります。
●障害のある幼児の一人ひとりの特性や発達段階での課題に対応
した環境や援助、保育・教育の工夫に努めます。

施策・事業の体系

　　（１）　保育所・幼稚園での障害児保育・教育の充実

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成26年度予定（目標）

　２　保育・教育の充実

担当課

③障害児保育・教育の質の向上

●障害児保育・教育の質の向上を図るため、保育所同士、保育所と
幼稚園、幼稚園同士などの実践交流会や公開保育など、適切な支
援方法を学ぶ研修や、実際の事例から学びあう研修を推進します。

①早期発見・早期支援の充実

●低年齢から保育所に入所する障害のある児童や、発達上の支援
を必要としている子どもに対する障害児保育の充実を図り、関係機
関との連携により早期対応を図ります。
●保育所や幼稚園において、障害のある幼児・児童や発達上の支
援を必要としている子どもの早期発見・早期支援が行えるよう、保
育士や幼稚園教諭の研修の充実を図ります。

17／4617／4617／4617／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況
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事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

学校管理課 耐震化事業
大規模改造事業

・八木小学校　耐震化による校舎改築において多目的トイレ及びエレ
ベータの設置にむけ工事着手した。
・大規模改造事業により、旭小、山直北小、山直南小、山滝小に多目的
トイレ設置した。

Ａ１ ・前年度に引き続き八木小学校　耐震化による校舎改築において多目
的トイレ及びエレベータの設置
・大規模改造事業により、新条小、城北小、光陽中、桜台中、北中に
　多目的トイレを設置
・中央小学校　増改築工事において多目的トイレ、エレベータ、玄関ス
ロープの設置にむけ工事着手

継続

人権教育課 交流及び共同学習 ・各学校において、支援学級在籍児童・生徒と通常の学級在籍児童・生
徒との交流及び共同学習を計画的に実施した。支援学校在籍児童・生
徒と近隣の小中学校との交流や居住地校交流を計画的に行った。居住
地交流を通じて、教育課程の研究を行った。

Ｓ ・各学校において、支援学級在籍児童・生徒と通常の学級在籍児童・生
徒との交流及び共同学習を計画的に実施する。支援学校在籍児童・生
徒と近隣の小中学校との交流や居住地校交流を計画的に行う。

継続

人権教育課 特別支援教育事業
特別支援教育支援事業
研修事業
巡回相談体制充実事業
支援学級介助員配置事
業

・管理職研修、特別支援教育研修、特別支援教育コーディネーター連
絡会、発達検査研修等で、障害の理解及び適切な指導・支援、「あゆみ
ファイル」の有効活用等について研修を実施した。大学教授や指導主
事等の専門家を学校園に派遣し、コンサルテーションを行った。子育て
支援地域協議会の障害児療育部会等で、関係各課や関係機関と継続
的に連携を行った。また、支援学級に介助員を配置するとともに、発達
障害等の児童・生徒の学習上のサポートを行うために通常の学級に特
別支援教育支援員を配置した。特別支援教育学生支援員も活用した。

Ａ１ ・管理職研修、特別支援教育研修、特別支援教育コーディネーター連
絡会、発達検査研修等で、障害の理解及び適切な指導・支援、「あゆみ
ファイル」の有効活用等について研修を実施する。大学教授や指導主
事等の専門家を学校園に派遣し、コンサルテーションを行う。子育て支
援地域協議会の障害児療育部会等で、関係各課や関係機関と継続的
に連携を行う。また、支援学級に介助員を配置するとともに、発達障害
等の児童・生徒の学習上のサポートを行うために通常の学級に特別支
援教育支援員を配置する。特別支援教育学生支援員も活用する。

継続

人権教育課 特別支援教育事業
巡回相談体制充実事
業

・適正就学指導等に関する委員会の指導に基づいて、障害のある幼
児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた就学指導を行い、支
援学級を設置した。平成25年度は、104学級（小学校72学級、中学校32
学級）設置。肢体不自由・病弱身体虚弱支援学級は東光小と岸城中に
集中校として設置、難聴支援学級は大宮小と光陽中に集中校として設
置。八木南小に、院内学級（岸和田市民病院内の病弱身体虚弱支援学
級）を設置。通級指導教室を、大宮小、太田小、旭小、城東小、八木北
小、久米田中に設置した。また、臨床心理士等発達相談員による「特別
支援教育に関する教育相談」を実施するとともに、大学教授・指導主事
等の専門家を派遣し、校内支援体制の充実のためのコンサルテーショ
ンを行った。

Ａ１ ・適正就学指導等に関する委員会の指導に基づいて、障害のある幼
児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた就学指導を行い、支
援学級を設置する。平成26年度は、108学級（小学校76学級、中学校32
学級）設置。肢体不自由・病弱身体虚弱支援学級は東光小と岸城中に
集中校として設置、難聴支援学級は大宮小と光陽中に集中校として設
置。八木南小に、院内学級（岸和田市民病院内の病弱身体虚弱支援学
級）を設置。通級指導教室を、大宮小、太田小、旭小、城東小、八木北
小、久米田中に設置する。また、臨床心理士等発達相談員による「特別
支援教育に関する教育相談」を実施するとともに、大学教授・指導主
事・リーディングチーム等の専門家を派遣し、校内支援体制の充実のた
めのコンサルテーションを行う。

継続

人権教育課 特別支援教育事業
巡回相談体制充実事
業

・しいのみ学級（東光小学校・岸城中学校に集中校として設置している
肢体不自由・病弱身体虚弱支援学級）在籍児童・生徒に対して、タク
シー送迎を行い、理学療法士による機能訓練を実施した。臨床心理士
等による「特別支援教育に関する教育相談」を実施した。また、大学教
授・指導主事等の専門家を派遣し、校内支援体制の充実のためのコン
サルテーションを行った。

Ａ１ ・しいのみ学級（東光小学校・岸城中学校に集中校として設置している
肢体不自由・病弱身体虚弱支援学級）在籍児童・生徒に対して、理学療
法士による機能訓練を実施する。臨床心理士等による「特別支援教育
に関する教育相談」を実施する。また、大学教授・指導主事等の専門家
を派遣し、校内支援体制の充実のためのコンサルテーションを行う。

継続

人権教育課 特別支援教育事業 ・岸和田市民病院に院内学級（八木南小学校の病弱身体虚弱支援学
級）を設置した。院内学級に在籍する児童だけでなく、在籍しない幼稚
園から高等学校の幼児・児童・生徒への支援も行った。

Ａ１ ・岸和田市民病院に院内学級（八木南小学校の病弱身体虚弱支援学
級）を設置している。院内学級に在籍する児童だけでなく、在籍しない幼
稚園から高等学校の幼児・児童・生徒への支援も行う。

継続

②一貫した支援の充実

●障害のある幼児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握
し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服す
るため、適切な指導及び必要な支援を行うという特別支援教育の理
念のもと、研修内容を精査・充実し、教職員の資質の向上に努めま
す。
●就学前から就労に至る障害のある幼児・児童・生徒の支援を充
実するため、相談支援ファイル（個別の教育支援計画）「あゆみファ
イル」を活用し、関係各課や関係機関との支援に関する連携を充実
していきます。

　　（２）　義務教育段階における教育の充実

平成25年度実施（実績）内容 平成26年度予定（目標）
担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

①ともに学ぶ機会の充実

●小・中学校において支援学級在籍児童・生徒と通常の学級在籍
児童・生徒との交流及び共同学習を進めるとともに、支援学校在籍
児童・生徒と地域の小・中学校が交流できるよう、関係機関との連
携をさらに緊密に行い、障害のある児童・生徒の保護者の意向に配
慮した上で、交流活動に取り組んでいきます。
●必要に応じて施設面の充実を図るため、幼児・児童・生徒の実態
把握に努め、安全な学校生活を送れるよう努めます。

施策・事業の体系

③就学指導・進路指導・相談体制の充実

●障害のある幼児・児童・生徒の実態を十分把握し、保護者の願い
を聞き取り、丁寧な教育相談を実施した上で、適正就学指導を行っ
ていきます。また、校内での指導・支援体制の充実を図り、「特別支
援教育に関する教育相談」を活用していきます。
●卒業後の就労支援を強化するため、泉州中障害者就業・生活支
援センターやハローワーク等関係機関と一層連携し、相談体制の
充実を図ります。

④障害のある児童に対する機能訓練や発達相談の充実

●肢体不自由、病弱・身体虚弱な児童・生徒に対して、しいのみ学
級において機能訓練や発達相談を引き続き実施していきます。ま
た、特別な教育的ニーズのある児童・生徒の増加に対応できる「特
別支援教育に関する教育相談」や巡回相談の体制づくりに努めま
す。

⑤院内学級における教育の充実

●院内療養中の児童の教育を保障するため、児童の入院状況を把
握し、保護者の了解を得た上で、市民病院との連携を図りながら院
内学級を開設し、教育機会を提供します。

　２　保育・教育の充実

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

18／4618／4618／4618／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 19

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

産業高校学務課 バリアフリー化事業 ・校舎耐震化計画の中で、校内の段差の解消に向けて関係各課と協議
し、条件整備を進める。⇒耐震補強及び改築工事が25年3月から着工。
改築工事の中で段差解消を行う。

Ａ３ 26年度末まで工事 継続

人権教育課 特別支援教育事業 ・特別支援教育研修、特別支援教育コーディネーター連絡会等に担当
教員が参加し、発達障害等の理解と支援について研修を行った。

Ａ１ ・特別支援教育研修、特別支援教育コーディネーター連絡会等に担当
教員が参加し、発達障害等の理解と支援について研修を行う。

継続

人権教育課 大阪府へ要望 ・支援学校新設や高校生へのきめ細かな支援について、大阪府に要望
した。

Ａ１ ・支援学校新設や高校生へのきめ細かな支援について、大阪府に要望
する。

継続

　　 (3)　後期中等教育段階における教育の充実

担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容

①市立産業高校における受け入れの充実

●市立産業高校において、発達障害等に関する研修を進めるととも
に、支援を必要とする障害のある生徒の受け入れに対応できるよ
う、適宜校舎や設備などの改善に努めます。

②府立高校等における受け入れの充実

●支援を必要とする障害のある生徒の増加に対応できるよう、府立
支援学校の新設の推進とともに、発達障害のある生徒や医療的ケ
アが必要な生徒への対応など、高等学校や支援学校におけるきめ
細やかな教育体制の整備を大阪府に要望します。

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

　２　保育・教育の充実

19／4619／4619／4619／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 20

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

人権教育課 障害児療育部会 ・子育て支援地域協議会の障害児療育部会等で情報交換を行うととも
に、個別の事案については医療機関や支援学校と連携した。

Ａ１ ・子育て支援地域協議会の障害児療育部会等で情報交換を行うととも
に、個別の事案については医療機関や支援学校と連携する。

継続

平成26年度予定（目標）

①連携の充実
 
●医療的ケアを必要とする児童・生徒が安心して学校生活を送るこ
とができるよう、医療機関や支援学校との密接な連携を図り、研修
の実施など取り組みの充実に努めます。

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

平成25年度実施（実績）内容
担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

　　 (4)　医療的ケアを必要とする児童・生徒への対応

　２　保育・教育の充実施策・事業の体系

20／4620／4620／4620／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 21

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

生涯学習課 こども講座
少年教室

・子どもを対象とした、定期講座や短期講座・地区館講座の開催実施
・剣道・Ｊｒオーケストラ・陶芸・科学等の少年教室の開催実施

Ａ１ ・子どもを対象とした、定期講座や短期講座・地区館講座の開催
・剣道・Ｊｒオーケストラ・陶芸・科学等の少年教室の開催

継続

社会福祉協議会 小地域ネットワーク活
動

・各地で地区福祉委員会が中心となって活動が展開されました。
■個別援助活動
・対象者：3,664人、延べ実施回数：37,058回、ボランティア1,140人
■グループ援助活動
・延べ実施回数：479回、延べ参加者数：49,855人、ボランティア2,082人

Ａ１ ２６年度も継続して活動が維持できるように支援していきます。 継続

障害者支援課
＊スポーツ振興
課

スポーツの場の提供 ・中央体育館において、障害児グループ「元気っこ」が年間を通じスポー
ツ教室を開催（第2・4水曜日の16時～18時）するための専用使用を特別
許可（使用料免除）しました。

Ａ ・中央体育館において、障害児グループ「元気っこ」が年間を通じスポー
ツ教室を開催（第2・4水曜日の16時～18時）するための専用使用を特別
許可（使用料免除）します。

継続

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

　　 （１）　子どもが参加できる活動の充実

担当課
平成25年度実施（実績）内容

施策・事業の体系

①子ども対象の講座等の開催

●夏休み等の休暇時に、公民館等で地域の子ども対象の講座の開
催に努めます。
●毎週土曜日に、小・中学生を対象に、少年教室を開催しています
が、今後も各教室の運営方法等を充実していきます。

③スポーツの機会の提供

●子どもたちが楽しく安心して参加できるよう、様々なスポーツ・レク
リエーション活動の機会や場を提供します。

②地域での交流の機会の充実

●障害のある子どもが地域の中で交流が図られるよう、障害児施
設と公立保育所等との交流を推進します。
●地域の中で子どもと高齢者が交流する世代間交流や、子育てサ
ロン等小地域ネットワーク活動の充実を図ります。

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

　３　休日や放課後活動の充実

21／4621／4621／4621／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 22

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

生涯学習課 放課後子ども教室 ・学校の余裕教室などを活用して、地域の大人が指導員となり、室内遊
びやスポーツ等のプログラムを行う。地域の方々の応援を得て、関係機
関と連携を図り、これまで以上に地域に根ざした活動となるよう推し進
めた。

Ａ１ ・学校の余裕教室などを活用して、地域の大人が指導員となり、室内遊
びやスポーツ等のプログラムを行う。地域の方々の応援を得て、関係機
関と連携を図り、これまで以上に地域に根ざした活動となるよう推し進
めていく。

継続

児童育成課 障害児通所支援事業 ・放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の活用（平成26年3月末）
　給付（利用）事業所数：市内６ヶ所、市外６ヶ所、府外１ヶ所
　受給者証発行件数：１８９件
　給付件数：２，４３６件　　給付金額：１１５，５７８千円
※保育所等訪問支援実績なし

Ｓ ・放課後等デイサービス、保育所等訪問支援の活用
　平成２６年度予算 １７３，６７８千円（給付費のみ）

継続

児童育成課 夏期障害児学童保育 ・夏期障害児学童保育
小学校１～３年生の障がいのある児童を対象に学童保育を実施（保護
者の就労条件等不問）
実施期間：　７／２２～８／３１（月・火・金・土曜日）
定員：３０名
利用児童数：　２７名

Ｓ ・夏期障害児学童保育
小学校１～３年生の障がいのある児童を対象に学童保育を実施（保護
者の就労条件等不問）
実施期間：　７／２２～８／３１（月・火・金・土曜日）
定員：３０名　　予算：４，１８５千円

継続

児童育成課 放課後児童健全育成
事業（チビッコホー
ム）

 ・保護者の就労や就学等により放課後保育を必要とする小学校１～３
年生を対象に、家庭機能を補完し児童の健全育成向上を図るため主に
小学校内で実施した。
支援学校児童の利用　：　１名
支援学校下校時のバス停から利用施設までの移動について、ファミ
リー・サポート・センター利用に限り費用を負担
指導員の資質向上に向け、児童育成課主催の研修の外、夏期障害児
学童保育での支援学校研修や実地研修、府主催研修への派遣を実施

Ｓ  ・保護者の就労や就学等により放課後保育を必要とする小学校１～３
年生を対象に、家庭機能を補完し児童の健全育成向上を図るため主に
小学校内で実施しています。
支援学校児童の利用　：　０名（平成26年５月現在）　　　※年度途中か
らの利用希望があれば対応する
支援学校下校時のバス停から利用施設までの移動について、ファミ
リー・サポート・センター利用に限り費用を負担
指導員の資質向上に向け、児童育成課主催の研修の外、夏期障害児
学童保育での支援学校研修や実地研修、府主催研修への派遣を実施

継続

社会福祉協議会 地域支えあい支援事
業

・平成２５年度は、「誰もが集えるリビングづくり」のパンフレットを作成
し、関係者へ周知しました。
・３月に研修会を開催し、６３名の参加がありました。

Ａ１ ・誰もが集えるリビングづくりのパンフレットを作成し、広く周知をしてい
きます。
・昨年度の研修に参加された人のなかでリビング活動を実践したい人を
対象に現地研修を４月に開催します。

継続

　３　休日や放課後活動の充実

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

④チビッコホーム（学童クラブ）

●チビッコホームにおける障害のある児童の受け入れについては、
指導内容等の充実と指導員の資質向上と適正配置に努め、利用促
進を図ります。

⑤地域での居場所の確保

●地区福祉委員会や老人クラブ、ボランティア等が連携し、だれも
が気軽に集い、交流できる憩いの場づくりを促進します。

③夏期障害児学童保育の推進

●夏休みの期間中、サン・アビリティーズにおいて、小学１年生から
小学３年生の障害のある児童を対象に、同年齢児童との交流と規
則正しい生活習慣づくり、保護者の精神的・身体的負担の軽減を目
的に、学童保育を実施します。

平成26年度予定（目標）

　　 (２)　遊び場や居場所づくりの推進

平成25年度実施（実績）内容

施策・事業の体系

担当課

②放課後等デイサービス事業の推進

●放課後等デイサービス事業の活用により、放課後等の障害のあ
る児童の日中活動の充実を図ります。

①放課後の子どもの居場所づくり

●放課後、週末に安全で安心な子どもの居場所づくりと地域の人々
との交流の場として、放課後子ども教室の開催を進めていきます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

22／4622／4622／4622／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 23

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 重症心身障害児（者）
地域生活支援セン
ター事業
【重点】

・平成25年度は大阪府主催の「医療的ケアが必要な重症心身障がい児
（者）に対応する身体介護技術研修（平成22～24年度受講者に限る）の
実施」について、市内居宅介護事業所や生活介護事業所等への受講
案内等の働きかけを行い、６事業所の合計６名が当該研修を修了し
た。また、２名の聴講生も同研修を受講した。
・大阪府が取りまとめを行った「医療的ケアの必要な重症心身障がい児
者に対応できる社会資源の一覧」作成に協力し、大阪府内における医
療的ケアに対応可能な事業所が把握できるようになった。

Ａ３ ・平成26年度より新たに重症心身障害者等支援事業を立ち上げ、日中
活動事業所における医療的ケアに対応可能な看護師の加配について
助成を行います（市内２事業所予定）。
・大阪府が平成26年度に実施する重症心身障がい児者地域ケアシステ
ム整備事業の中のケアコーディネイト事業（南河内圏域にて実施）につ
いて情報収集していきます。

継続

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋） 担当課
平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容

①障害福祉サービスの提供

●障害のある児童が、必要な居宅サービスや短期入所サービス等
を受けられるよう、障害福祉計画に基づくサービスの提供を進めま
す。
●医療的ケアが必要な児童に対して、ホームヘルプサービスを行え
る事業所の確保に努めます。

　４　生活支援の充実

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

　　 (１)　在宅福祉サービスの充実

施策・事業の体系

23／4623／4623／4623／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標

施策の方向

取り組み 24

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 特別障害者手当等給
付金支給事業

・各々の対象者の福祉の向上を図るために支給。しおりとホームページ
などで周知
　①特別障害者手当　26,260円×1,973人＋26,080円×1,080人＝
79,977,380円
　②障害児福祉手当　14,280円×1,042人＋14,180円×  513人＝
22,154,100円
　③経過的福祉手当　14,280円×  154人＋14,180円×   69人 ＝
3,177,540円

Ａ１ ・各々の対象者の福祉の向上を図るために支給しおりと広報・ホーム
ページで周知
　H26.4.1現在対象者数
  ①特別障害者手当　26,000円:274人（うち支給停止1名）
　②障害児福祉手当　14,140円:133人（うち支給停止3名）
　③経過的福祉手当　14,140円:  17人

継続①各種手当制度の周知

●児童の成長・発達とともに、利用できる制度も変化していくため、
広報紙等による定期的な情報提供の実施など、引き続き各種手当
制度の周知を進めます。

施策・事業の体系 　４　生活支援の充実

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

Ⅲ　子どもの生きる力を育み伸ばす

平成25年度実施（実績）内容
担当課

　　 (２)　経済的支援

24／4624／4624／4624／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　１　保健・医療の充実

取り組み 　　 （１）　成人保健事業の充実 25

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

健康推進課 健康増進事業
特定健康診査等事業
【拡充】

・岸和田市国民健康保険加入者の特定健康診査については、保健センターで
特定健康診査と同時に肝炎検診、各種がん検診、骨粗しょう症検診、市民歯
科健康診査を２日間１コースで年間29コース実施。
・がん検診等：４０歳以上（胃がん検診については３５歳以上、子宮頸がん検診
については20歳以上）の市民を対象に、保健センターで各種がん検診、骨粗
しょう症検診、市民歯科健康診査を年間40日間実施。
・巡回がん検診：４０歳以上（胃がん検診については３５歳以上）の市民を対象
に、肺がん・結核検診、胃がん検診、大腸がん検診、４０歳以上の市民で偶数
年齢の女性を対象に乳がん検診を市民センターや公民館等５か所で実施し、
受診者への利便性を図っている。
・医療機関での個別（健）検診：市内指定医療機関において、２０歳以上の市
民を対象に基本健康診査、４０歳以上の市民を対象に、肝炎検診、肺がん検
診、大腸がん検診を５月～翌３月まで実施。また、２０歳以上の市民で偶数年
齢の女性を対象に子宮がん検診を、４０歳以上の市民で偶数年齢の女性を対
象に乳がん検診を通年実施。
・女性特有のがん検診推進事業：特定の年齢の女性に子宮頸がん検診・乳が
ん検診の無料クーポン券および検診手帳を個別郵送し、受診を勧奨。
　（対象年齢は、３月31日現在、子宮頸がんが20・25・30・35・40歳、乳がん検
診が40・45・50・55・60歳）
・岸和田市乳がん検診推進事業：特定の年齢の女性に乳がん検診の無料クー
ポン券および検診手帳を個別郵送し、受診を勧奨。
　（対象年齢は、３月31日現在、46・47・48・49歳）
※ＰＲについては、健康推進課の「健康だより」を新聞折込配布（年１回）、市の
広報やホームページへの掲載などを実施

Ａ１ ・岸和田市国民健康保険加入者の特定健康診査については、保健センターで
特定健康診査と同時に肝炎検診、各種がん検診、骨粗しょう症検診、市民歯
科健康診査を２日間１コースで年間29コース実施。
・がん検診等：４０歳以上（胃がん検診については３５歳以上、子宮頸がん検診
については20歳以上）の市民を対象に、保健センターで各種がん検診、骨粗
しょう症検診、市民歯科健康診査を年間45日間実施。
・巡回がん検診・巡回特定健診：４０歳以上（胃がん検診については３５歳以
上）の市民を対象に、肺がん・結核健診、胃がん検診、大腸がん検診、４０歳
以上の市民で偶数年齢の女性を対象に乳がん検診を市民センターや公民館
等５か所で実施し、受診者への利便性を図っている。また、岸和田市国民健康
保険加入者の特定健康診査を市民センターや公民館等５か所で実施。
・医療機関での個別（健）検診：市内指定医療機関において、２０歳以上の市
民を対象に基本健康診査、４０歳以上の市民を対象に、肝炎検診、肺がん検
診、大腸がん検診を５月～翌３月まで実施。また、２０歳以上の市民で偶数年
齢の女性を対象に子宮がん検診を、４０歳以上の市民で偶数年齢の女性を対
象に乳がん検診を通年実施。
・がん検診推進事業：特定の年齢の人に大腸がん検診の無料クーポン券及び
検診手帳を個別郵送し、受診を勧奨。
・働く世代の女性支援のためのがん検診：特定の年齢の女性に子宮頸がん検
診・乳がん検診の無料クーポン券および検診手帳を個別郵送し、受診を勧奨。
　
・岸和田市乳がん検診推進事業：特定の年齢の女性に乳がん検診の無料クー
ポン券および検診手帳を個別郵送し、受診を勧奨。
　（対象年齢は、３月31日現在、46・47・48・49歳）
※ＰＲについては、健康推進課の「健康だより」を新聞折込配布（年１回）、市の
広報やホームページへの掲載などを実施

継続

健康推進課 健康増進事業
介護予防事業

定例健康教室：保健センターにおいて年に５回開催
　内容は、医師・歯科医師・薬剤師等による講義
　希望者に講師の個別相談や保健師による血圧測定を実施
　介護保険法に基づき６５歳以上の介護予防事業として、一次予防事業と二次
予防事業を実施
（一次予防事業）
・高齢者向けの介護予防教室：保健センターや地域において、６５歳以上の高
齢者を対象に、転倒予防、介護予防、口腔機能の向上、閉じこもり予防等を
テーマとした講演会や相談等を実施
（二次予防事業）
・運動機能向上教室：市民センターや公民館で3クール開催、1クールおおむね
3ヶ月間（週1回）
・口腔機能向上教室：市民センターや公民館で３クール開催、1クールおおむ
ね3ヶ月間（月2回）
・個別栄養改善教室：保健センターで1クール、おおむね６か月間(月１回）開催
＊介護予防、閉じこもり予防を目的として、６５歳以上の二次予防事業対象者
で地域包括支援センターにおいて当該教室の参加が適当と決定された人を対
象に各教室を開催

Ａ１ 定例健康教室：保健センターにおいて年に５回開催
　内容は、医師・歯科医師・薬剤師等による講義
　希望者に講師の個別相談や保健師による血圧測定を実施

※介護予防事業は、平成26年度より介護保険課で実施。

継続

介護保険課 介護予防事業 　介護保険法に基づき６５歳以上の介護予防事業として、一次予防事業と二次
予防事業を実施
（一次予防事業）
・高齢者向けの介護予防教室：公民館や地域において、６５歳以上の高齢者を
対象に、転倒予防、介護予防、口腔機能の向上、閉じこもり予防、認知症予防
等をテーマとして実施
（二次予防事業）
・運動機能向上教室：市民センターや公民館で3クール開催、1クールおおむね
3ヶ月間（週1回）
・口腔機能向上教室：市民センターや公民館で３クール開催、1クールおおむ
ね3ヶ月間（月2回）
・個別栄養改善教室：市民センターや公民館で1クール、おおむね６か月間(月
１回）開催
＊介護予防、閉じこもり予防を目的として、６５歳以上の二次予防事業対象者
で地域包括支援センターにおいて当該教室の参加が適当と決定された人を対
象に各教室を開催

新規

施策・事業の体系

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋） 担当課

①各種健診の充実

●生活習慣病などを予防し、健康な生活を維持するため、各種がん
検診等について、広報きしわだや健康だよりなどにより周知を図り、
市民の受診を促進します。

②二次障害等を予防するための健康づくりの推進

●二次障害等を予防するため、障害に応じた健康管理や健康づくり
を推進していくための健康教育や健康相談等に努めます。

平成25年度実施（実績）内容

25／4625／4625／4625／46
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事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

健康推進課 介護予防事業 ・小地域や出前講座等にて、介護予防体操や健康に関する講座を実
施。また、寝たきりの原因の一つでもある口腔ケアについて、歯科医師
が地域に出向いて講演を行った。

Ａ１ ・小地域や出前講座等にて、（小地域については介護保険課から依頼
があった場合のみ）介護予防体操や健康に関する講座を実施。

継続

介護保険課 介護予防事業 ・小地域や出前講座等にて、介護予防体操や健康に関する講座を実
施。また、寝たきりの原因の一つでもある口腔ケアについて、歯科医師
が地域に出向いて講演を行っていく。

新規

福祉政策課 体操教室事業 ・町会館等高齢者にとって身近な場所を拠点とした介護予防活動を実
施、支援することで、高齢者が住み慣れた地域で、できるだけ長く健康
に生活していくための環境づくりを推進する事業
【介護予防・健康づくり体操教室】
　25年度　実施会場：５９箇所　参加者：６５６９名
【介護予防体操自主教室フォロー事業】
　25年度　実施会場：９箇所　参加者：２２９名

Ａ１ 介護予防事業（体操教室事業）は、平成26年度から介護保険課に移管

介護保険課 体操教室事業 ・町会館等高齢者にとって身近な場所を拠点とした介護予防活動を実
施。支援することで、高齢者が住み慣れた地域で、できるだけ長く健康
に生活していくための環境づくりを推進する事業。
【介護予防・健康づくり体操教室】
　26年度予定　実施会場：56箇所　　参加者：1,050名
【介護予防継続サポート事業】
　26年度予定　実施会場：65箇所　　参加者：1200名
【介護予防体操自主教室フォロー事業】
　26年度予定　実施会場：８箇所　　参加者：150名

新規

健康推進課 健康増進事業
介護予防事業

・歯科衛生士による訪問口腔衛生指導、保健センターでの個別相談（月
１～２回）、保健センターでの市民歯科健康診査、医療機関での市民歯
科健康診査（通年実施）、４０歳以上で寝たきりの状態にある人には、
訪問歯科健康診査、健康教室において歯科医師による講義・相談を実
施

Ａ１ ・歯科衛生士による訪問口腔衛生指導、保健センターでの個別相談（月
１～２回）、保健センターでの市民歯科健康診査、医療機関での市民歯
科健康診査（通年実施）、４０歳以上で寝たきりの状態にある人には、
訪問歯科健康診査、健康教室において歯科医師による講義・相談を実
施

継続④歯科疾患予防の推進

●歯科疾患の予防が二次障害の予防にもつながることから、健康教育や
市民歯科健康診査、訪問歯科健康診査等の事業を通じて、口腔ケアの大
切さと正しい口腔ケアの方法を普及していきます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋） 担当課
平成26年度予定（目標）

③地域での健康づくり、介護予防の促進

●町会・自治会、地区福祉委員会や老人クラブなどの地域団体と連
携し、健康づくりの動機づけとして啓発を行うとともに、気軽にできる
体操やウォーキング、介護予防などの取り組みを促進します。
●内部障害につながるような生活習慣病を予防するため、様々な
媒体や機会を活用し、健康に対する意識を高め、生活習慣の改善
を促していきます。

平成25年度実施（実績）内容

26／4626／4626／4626／46
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基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　１　保健・医療の充実

取り組み 　　 (２)　地域医療の充実 27

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 通院介助の支援 ・障害福祉サービスにおける通院等介助の院内利用について基準を制
定し、平成25年８～９月に対象者へ制度の周知を行いました。

Ａ２ ・医師会、医療機関、居宅介護事業所との連携を進めるとともに、障害
福祉サービスにおける通院等介助の院内利用については機会をとらえ
て制度の周知を行います。

継続

障害者支援課 手話通訳者等の派遣 障害者等からの依頼に基づき、手話通訳者・要約筆記者を派遣した。 Ａ１ 障害者等からの依頼に基づき、手話通訳者・要約筆記者を派遣する。 継続

経営管理課 手話通訳派遣事業 ・通訳者の派遣で対応 Ｓ ・通訳者の派遣対応で維持の考え 継続

医療マネジメント
課

訪問診療、訪問看護
との連携の充実

・地域医療センターで看護管理者・看護師（退院支援専従看護師）を配
置していた。
　　外来や専門認定看護師との協力体制の中で、より専門的な相談や
看護ケアの提供ができるよう調整している。療養上のサポートについて
も、MSW、地域の訪問看護師、ケアマネージャーとの連携をカンファレン
ス等を通して行い、より密な情報交換を基に、継続性の高いサポート体
制をとっていた。

Ａ１ ・当院で入院し退院後、在宅等で療養上のサポートが必要な患者様に
ついては、MSW、看護師、ケアマネージャーとの連携をカンファレンス等
を通して行い、より密な情報交換を基に、継続性の高いサポート体制を
とっていく。
また、外来においても医療相談窓口にて治療上の相談及び連携のサ
ポートに務める。

継続

障害者支援課 重度障害者訪問看護
利用料の助成
【拡充】

・居宅において療養が必要な重度の障害者（児）が、社会保険各法・国
民健康保険法に規定する訪問看護ステーション等の利用により負担す
る訪問看護利用料（基本利用料）の自己負担から定率１割（本人負担）
を控除した額を助成している。平成25年度より対象者を拡充（4歳未満
で障害の判定ができず、手帳が未交付で、訪問看護指示書における
「装着・使用医療機器等」欄に記載された医療機等を装着・使用してい
る乳幼児）
利用見込者数：10人　当初予算額：3,350千円
実利用人数：11人　実績　846,260円

Ａ ・居宅において療養が必要な重度の障害者（児）が、社会保険各法・国
民健康保険法に規定する訪問看護ステーション等の利用により負担す
る訪問看護利用料（基本利用料）の自己負担から定率１割（本人負担）
を控除した額を助成している。平成25年度より対象者を拡充（4歳未満
で障害の判定ができず、手帳が未交付で、訪問看護指示書における
「装着・使用医療機器等」欄に記載された医療機等を装着・使用してい
る乳幼児）
平成26年4月以降に70歳に到達する前期高齢者の自己負担割合が2割
となることから、利用者の増加が予想される。
　利用見込者数：15人　当初予算額：1,510千円

充実

医療マネジメント
課

特定疾患医療費助成
申請の支援

・当院は、難病患者の医療費の助成制度である特定疾患治療研究事
業及び小児慢性特定疾患治療研究事業の指定病院となっており、地域
医療センターにおいて医療相談及び公費負担申請の補助を行ってい
た。

Ａ１ ・当院は、難病患者の医療費の助成制度である特定疾患治療研究事
業及び小児慢性特定疾患治療研究事業の指定病院となっている。当院
に通院中の患者様において特定疾患等の医療相談及び公費負担申請
の支援を行う。

継続

障害者支援課 難病患者ホームヘル
プサービス事業

・平成25年度から障害福祉サービスの支給対象となるため、この事業
は廃止。

Ｃ

健康推進課 歯科診療を受けやす
い体制づくり

･泉州医療圏二次障害者歯科診療については、周辺各市町(高石以南
５市１町)における患者のニーズ把握が出来ていないため検討行わず。
・関係課と障害者歯科診療の開設について検討及び障害者施設内の
歯科診療所の見学、施設より診療所の利用状況の現状及び課題等の
聞き取り等を実施。
・岸和田市歯科医師会と障害児者の歯科診療を充実できるよう、引き続
き検討した。

Ｂ ・関係課及び岸和田市歯科医師会と障害者の歯科診療を充実できるよ
う、引き続き検討する。

継続

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

平成26年度予定（目標）

①医療機関における障害に対する理解の推進

●様々な障害のある人が身近な地域にある病院や診療所での診
療を受けられるよう、医師会と連携し医師や看護師等医療機関のス
タッフの障害について理解を促進します。
●視覚障害や聴覚障害のある人などコミュニケーションに障害があ
る人が、医療機関において十分な意思疎通ができるよう、通院介助
や手話通訳者の派遣を行うとともに、手話通訳者の設置の必要性
について、障害者基本法の周知とともに理解を促進します。
●市民病院においては、手話通訳者の支援が受けられるよう取り
組むとともに、スタッフによる円滑なコミュニケーション支援ができる
よう努めます。

②訪問看護の充実

●通院が困難な障害のある人などのための訪問看護について、市
内の訪問看護ステーションと連携し、在宅医療・看護の充実に努め
ます。
●重度障害者医療費助成の対象から除外されている訪問看護利
用料について、助成対象となるよう大阪府に要望し、支援を検討し
ます。

担当課

④歯科診療を受けやすい体制づくり

●障害のある人が安心して歯科診療を受けることができるよう、大
阪府をはじめ関係機関と連携し、歯科診療を受けやすい体制づくり
について検討します。

③在宅難病患者への対応

●在宅難病患者が地域で安心して生活が送れるよう、訪問指導等
の充実を図るなど、医師会と連携し総合的な支援体制の確保を図り
ます。

平成25年度実施（実績）内容
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　１　保健・医療の充実

取り組み 　　(３) 市民病院における障害のある人に対する医療の充実 28

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

医療マネジメント
課

地域医療センターの
充実

・当院は、市民の皆さんが安心して良質な医療を受けられるように高
度・専門医療と救急医療を充実するとともに、地域の中核病院として、
地域の中核病院として地域医療連携の推進に取り組んでいます。地域
の医療機関から高度・専門医療を要する患者様の紹介を促すとともに、
一定の治療を終えて病状が安定した患者を地域の医療機関に紹介す
ることに努めていた。
　紹介率　　 平成22年度42.2%、平成23年度44.8%、平成24年度46.0%、
平成25年度48.7%
　逆紹介率　平成22年度66.9%、平成23年度72.7%、平成24年度72.4%、
平成25年度73.8%

Ａ１ ・当院は、市民の皆さんが安心して良質な医療を受けられるように高
度・専門医療と救急医療を充実するとともに、地域の中核病院として、
地域の中核病院として地域医療連携の推進に取り組んでいます。地域
の医療機関から高度・専門医療を要する患者様の紹介を促すとともに、
一定の治療を終えて病状が安定した患者様を地域の医療機関に紹介
することに努める。
具体的には以下の水準を毎年維持する。
　紹介率は50%以上
　逆紹介率は70%以上

継続

医療マネジメント
課

リハビリテーション
機能の充実

・事業の現況・実績等
　　脳血管障害等は急性期の疾患に対する治療を行うとともに早期にリ
ハビリテーションを行い病後の障害の軽減に努めていた。また、地域医
療連携の中でリハビリテーションを継続することが必要な患者様にはそ
の点を配慮した紹介に努めていた。

Ａ１ ・事業の現況・実績等
　　脳血管障害等の急性期の疾患で入院された患者様に対し、治療を
行うとともに早期にリハビリテーションを行い病後の障害の軽減に努め
る。また、地域医療連携の中でリハビリテーションを継続することが必要
な患者様にはその点を配慮した紹介に努める。

継続

担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

①地域医療機関との連携の充実
 
●市民病院で治療を終えた障害のある人を、地域の医療機関にス
ムーズにつなげられるよう、地域の医療機関との連携の強化を図り
ます。

②医療的リハビリテーションの拠点としての機能の充実

●外来の急性期のリハビリを行うため、専従のリハビリ医師の確保
に努めるとともに、医療的リハビリテーション拠点としての機能を果
たすため、市内の医療機関や保健福祉施設との連携強化を図りま
す。

平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　１　保健・医療の充実

取り組み 　　 (4)　福祉と保健・医療等との連携 29

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 ケースワーク事業 ・既存のネットワークと連携し、支援の充実に努めます。
・泉州中障害者就業・生活支援センター等と連携し、家族の会の組織化
を支援します。

Ｂ ・既存のネットワークと連携し、支援の充実に努めます。
・泉州中障害者就業・生活支援センター等と連携し、家族の会の組織化
を支援します。

継続

障害者支援課 ケースワーク事業 ・自立支援協議会で、例年、課題としてあがっている発達障害のある人
の支援の充実に努めています。

Ｂ ・個別ケースや自立支援協議会で、引き続き、発達障害のある人の支
援の充実に努めます。

継続

担当課

②発達障害のある人への支援

●成人期の発達障害のある人を対象に、地域生活及び就労支援
のための標準的プログラムについて、大阪府の開発を参考にすると
ともに、岸和田市障害者自立支援協議会などで検討を進めます。

①高次脳機能障害のある人への支援

●府内８つの二次医療圏域ごとに構築された「高次脳機能障害地
域支援ネットワーク」と連携して、高次脳機能障害のある人とその家
族の支援の充実に努めます。
●関係各課や関係機関と連携し、高次脳機能障害のある人の家族
同士の交流機会の提供を行うなど、家族介護の会の組織化を支援
します。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成26年度予定（目標）

施策・事業の体系

平成25年度実施（実績）内容
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　２　地域リハビリテーションの推進

取り組み 　　 (1)　リハビリテーションの総合化 30

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

医療マネジメント
課

専門機関等との連携
強化

・事業の現況・実績等
　　脳血管障害等の急性期の疾患で入院された患者様に対し、治療を
行うとともに早期にリハビリテーションを行い病後の障害の軽減に努め
る。また、地域医療連携の中でリハビリテーションを継続することが必要
な患者様にはその点を配慮した紹介に努めていた。

Ⅳ－１－（３）－②と同様

Ａ１ ・事業の現況・実績等
　　脳血管障害等の急性期の疾患で入院された患者様に対し、治療を
行うとともに早期にリハビリテーションを行い病後の障害の軽減に努め
る。また、地域医療連携の中でリハビリテーションを継続することが必要
な患者様にはその点を配慮した紹介に努める。

Ⅳ－１－（３）－②と同様

継続

医療マネジメント
課

実施機関についての
情報提供

・事業の現況・実績等
　　脳血管障害等の急性期の疾患で入院された患者様に対し、治療を
行うとともに早期にリハビリテーションを行い病後の障害の軽減に努め
る。また、地域医療連携の中でリハビリテーションを継続することが必要
な患者様にはその点を配慮した紹介に努めていた。

Ⅳ－１－（３）－②と同様

Ａ１ ・事業の現況・実績等
　　脳血管障害等の急性期の疾患で入院された患者様に対し、治療を
行うとともに早期にリハビリテーションを行い病後の障害の軽減に努め
る。また、地域医療連携の中でリハビリテーションを継続することが必要
な患者様にはその点を配慮した紹介に努める。

Ⅳ－１－（３）－②と同様

継続

平成26年度予定（目標）
担当課

施策・事業の体系

②リハビリテーション実施機関についての情報提供

●身近な地域でリハビリテーションを受けることができるよう、リハビ
リテーション実施機関に関する情報の提供に努めていきます。

①医療機関等専門家による連携の推進

●障害者一人ひとりの多様なニーズに即して、専門的な治療が受
けられるよう、大阪府障がい者医療・リハビリテーションセンターとの
連携を積極的に進めていきます。
●発症から維持期まで途切れることなくリハビリテーションを継続す
るため、市民病院と他の医療機関、保健所等との連携の一層の強
化を図ります。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成25年度実施（実績）内容
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　２　地域リハビリテーションの推進

取り組み 　　 (２)　多様な支援ネットワークづくり 31

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 障害者自立支援協議会
運営事業

・各部会活動（精神部会12回開催、地域移行・地域定着チーム6回開
催、権利擁護部会9回開催）※権利擁護部会は平成25年度新規立ち上
げ
・運営会議（12回開催）
・定例会（年2回開催）
・全体会（年2回開催）
・PRイベント（12月に開催　別記）

Ａ２ ・各部会活動（随時）
・運営会議（１～2ヶ月に1回予定）
・定例会（年2回開催予定）
・全体会（年2回開催予定）
・PRイベント（12月に開催予定）

継続

障害者支援課 障害者相談支援事業 ・岸和田市民生委員児童委員協議会地区委員長会議、いきいきネット
の会議の場に出向き、障害者虐待防止法の周知及び相談支援の連携
協力を依頼。

Ａ２ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 ネットワーク事業 ・居宅介護事業者説明会（1回開催） Ａ２ 支援者や当事者が顔の見えるネットワークを築けるよう、定期的に事業
所連絡会を開催します。

継続

障害者支援課 地域生活促進事業 ・委託相談支援事業所の相談件数
　　相談室きしわだ（委託料　身体：15,000千円、知的：6,711千円　）
　　　 身体：746件、知的：2,411件、精神その他：540件
　　　 計3,697件
　  地域活動支援センターかけはし(委託料12,700千円）
　　 　精神：2,674件（うち新規相談69件）
・地域活動支援センター利用者
　   かけはし（委託料6,000千円）　登録者数184人
　    　1日あたりの実利用人数　19人
　   なごみ　（委託料3,750千円）　登録者数　34人
　    　1日あたりの実利用人数　10人

Ａ１ ・継続実施に努めます。
・引きこもりの状態にある人の支援など、必要に応じ岸和田市社会福祉
協議会と連携します。

継続

①岸和田市障害者自立支援協議会の機能の充実

●相談支援事業をはじめ、地域の障害福祉に関する総合的なケア
システムを構築するための中核的な役割を果たす協議の場として、
岸和田市障害者自立支援協議会の機能の充実を図り、制度の枠を
超えたネットワークを進めるためのシステムの検討を進めます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

③障害者自立ネットワーク活動の促進

●市内事業所連絡会の連携により、障害者の自立支援のネット
ワーク活動を促進します。

②相談窓口のネットワークによる支援の充実

●相談支援事業所や地域包括支援センター、いきいきネット相談支
援センター、障害者相談員、民生委員・児童委員等との連携を強化
し、支援を必要とする障害のある人の把握に努めるとともに、適切
なサービス利用につなげ、自立の支援を図ります。

④地域での連携による生活支援の推進

●障害のある人が地域でいきいきとした日常生活を送ることで、心
身の機能の維持・増進を図れるよう、相談支援事業所や地域活動
支援センターにおける活動の促進を図ります。
●岸和田市社会福祉協議会と連携し、地区福祉委員会による身近
な地域で、だれもが気軽に立ち寄り交流できる場づくりを促進しま
す。

担当課
平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容
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第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅳ　こころと体の健康を育み、命を大切にする

施策の方向 　３　こころの健康づくり

取り組み 　　 (１)　こころの健康づくりの推進 32

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

健康推進課 自殺予防対策事業 ・自殺する人は、いろんな要因が原因となっているという事実から、庁内
外の相談機関が連携を図れるようにネットワーク会議を２回開催。
・自殺を予防するため、悩んでることに気づき自殺予防という観点も含
めて対応できるように、相談を受ける機会の多い市職員、及び関係機
関職員やボランティア等の人に関わる多様な分野の人にもゲートキー
パー養成講座を３回実施。（延べ受講者数：176人）
・いのちの大切さを訴えるため、関係機関の窓口等に市民啓発のため
のカードとグッズを設置。

Ｓ ・自殺する人は、いろんな要因が原因となっているという事実から、庁内
外の相談機関が連携を図れるようにネットワーク会議を開催する。
・自殺を予防するため、悩んでることに気づき自殺予防という観点も含
めて対応できるように、相談を受ける機会の多い市職員、及び関係機
関職員やボランティア等の人に関わる多様な分野の人にもゲートキー
パー養成講座を実施する。
・いのちの大切さを訴えるため、関係機関の窓口等に市民啓発のため
のカードとグッズを設置する。

継続

障害者支援課 精神障害啓発事業 ・毎年、精神障害者啓発普及活動期間に精神障害に関する研修会や
相談会等を実施しております。H25年度については、平成２５年１０月２
１日（月）に福祉総合センターにてこころの研修会を実施しました。研修
会は精神部会メンバーと共同で行い、精神障害者の日常生活を送るう
えで関わりの多い、居宅訪問介護事業所の職員を対象としました。研修
会では精神障害の基礎知識や支援の方法、岸和田市の精神障害に関
する社会資源ついて学ぶ機会としました。参加機関は１９事業所で参加
者は２５名でした。

Ａ１ ・継続実施に努め、精神障害に対する理解を促進します。 継続

健康推進課 健康増進事業 ・心身の疲れや緊張をときほぐし、生活の中にリラクゼーションを上手に
取り入れてもらうために、リラックス体験の実施と、リラックス法等をテー
マとした教室を実施している。
　リラックス体験：保健センターに設置しているボディソニックリラクティブ
を使用し、やわらかな光信号と心地よい音楽と振動によってリラックスす
るとともに、保健師等がストレス解消法等を紹介する。（予約制）　※平
成25年度：25回実施
・健康づくりのための栄養と運動と休養の教室「ヘルスアップ教室」に、
ストレスやリラックス法をテーマに取り入れている。

Ａ１ ・健康づくりのための栄養と運動と休養の教室「ヘルスアップ教室」の中
で心身の疲れや緊張をときほぐし、生活の中にリラクゼーションを上手
に取り入れてもらうために、リラックス体験の実施と、リラックス法等の
情報の提供をしている。
　リラックス体験：保健センターに設置しているボディソニックリラクティブ
を使用し、やわらかな光信号と心地よい音楽と振動によってリラックスす
るとともに、保健師等がストレス解消法等を紹介する。（予約制）　※平
成26年度：25回実施予定。

継続

障害者支援課 精神障害者相談支援
事業

・必要に応じて、各機関と連携をとり支援や情報提供を行いました。 Ａ ・引き続き関係機関との連携に努めます。 継続

施策・事業の体系

担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

②精神保健施策の充実

●保健所等関係機関と連携し、こころの健康づくりに関する意識啓
発や健診などを活用した健康教育などを進めます。
●ストレスで困っている人に対し、ボディソニックという機械を使って
リラックス状態を体験できる機会の提供を進めます。

③相談体制の充実

●保健所等と連携し、相談の充実を図ります。また、大阪府のここ
ろの健康総合センターをはじめ、こころの救急電話相談など、こころ
の健康相談窓口に関する周知を進めます。
●各種相談機関のネットワークづくりに努めます。
●発達障害に起因するひきこもりの人を支えるため、相談体制の
ネットワークづくりや就労などを促進する支援機関の連携体制を進
めます。

①こころの健康づくりの啓発

●統合失調症や気分障害などの精神疾患・精神障害について、理
解の促進をはかります。
●保健所等関係機関や関係団体と連携し、様々な媒体の活用や講
演会等を開催し、自殺防止への協力を広く市民に呼びかけていきま
す。

平成26年度予定（目標）平成25年度実施（実績）内容

32／4632／4632／4632／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　１　就労支援の充実

取り組み 　　 (1)　雇用・就労の促進 33

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

産業政策課 地域就労支援事業 ・ハローワークや地域就労支援センター、泉州中障害者就業・生活支援
センター等連携し啓発を強化した。

Ａ１ ・ハローワークや地域就労支援センター、泉州中障害者就業・生活支援
センター等と連携し、啓発を強化します。

継続

障害者支援課 障害者雇用の啓発 ・泉州中障害者就業・生活支援センター等と連携し、障害者雇用に関す
る理解の啓発を行いました。

Ａ ・泉州中障害者就業・生活支援センター等と連携し、障害者雇用に関す
る理解の啓発に努めます。

継続

産業政策課 地域就労支援事業 ・ハローワークと連携し、情報提供等の支援に努めた。 Ａ１ ハローワークと連携し、情報提供等の支援に努めます。 継続

障害者支援課 福祉的就労の場の確保
【拡充】

・授産製品等のＰＲとして、各課に各授産施設の製品（名刺印刷、弁当
配達なども含む）のＰＲチラシ等を配布しましたが、福祉ショップ等の福
祉的就労の場を設置するには至りませんでした。

Ｂ ・授産製品の販売促進のため庁内において周知を図るとともに、公共ス
ペースを利用したパネル等の掲示により授産製品販売案内等の情報
提供に努めます。

充実

産業政策課 地域就労支援事業 ・障害者就労雇用相談（第３水曜日）・就労困難者雇用相談（毎週金曜
日）を行い、雇用・就労支援に努めた。また、「地域就労支援事業推進
会議」で情報交換を進めるとともに、ハローワークや大阪府労働事務所
等の労働関係機関及び泉州中就業・生活支援センターとの連携を深め
た。

Ａ１ ・障害者就労雇用相談（第3水曜日）・就労困難者雇用相談（毎週金曜
日）を行い、雇用・就労支援に努めていきます。また、「地域就労支援事
業推進会議」で情報交換を進めるとともに、ハローワークや大阪府労働
事務所等の労働関係機関及び泉州中就業・生活支援センターとの連携
を深めていきます。

継続④就労相談の充実

●障害等により就労できない人に対する雇用・就労支援を図るた
め、地域就労支援センターに配置している就労支援コーディネー
ターにより相談を行い、雇用・就労へ誘導していきます。
●泉州中障害者就業・生活支援センターによる障害のある人の就
職のことや職場での悩み、就業に伴う生活相談、短期職業訓練、職
場定着支援、事業主からの相談などについて周知を進めます。

③障害者福祉ショップ等福祉的就労の場の確保

●障害のある人による授産製品の製作・販売の場として福祉ショッ
プの設置を検討するとともに、雇用及び福祉的就労の充実に努め
ます。

①障害者雇用に関する理解の啓発強化

●事業主等が障害者雇用に関する理解と認識を深めることができ
るよう、ハローワークや地域就労支援センター、泉州中障害者就
業・生活支援センター等と連携し啓発を強化します。

②雇用に関する助成制度等の周知

●ハローワーク等と連携し、障害者雇用に関する事業所への助成
制度等の情報提供を行い、障害者雇用を働きかけます。

担当課
平成26年度予定（目標）

施策・事業の取り組み及び内容

施策・事業の体系

平成25年度実施（実績）内容

33／4633／4633／4633／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　１　就労支援の充実

取り組み 　　 (２) 職業教育や職場実習の推進 34

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 職業訓練の機会の提
供

・関係機関と連携し、職業訓練について周知を行いました。 Ａ１ ・関係機関と連携し、職業訓練について周知を行い、訓練の機会の提
供を図ります。

継続

障害者支援課 障害者の実習の場の
提供

・8月下旬、障害者の実習を受け入れ、軽作業を実施。2名/班の計2班・
4名を受け入れ、実習機会の提供により障害者の経験の幅を広げまし
た。引き続き、別の実習につながった利用者もあり、就労意欲の向上が
できました。

Ａ１ ・市役所における障害者の職場実習の機会を提供し、拡充できるように
努めます。

継続②行政におけるインターンシップ事業の推進

●一般の企業・事業所で働きたいと思っている障害のある人に、実
習の機会が増えるよう、市役所などで働く体験の機会の提供に努め
ます。

担当課

①大阪府等関係機関との連携による職業訓練の機会の提供

●障害のある人の職業能力を高めるため、大阪障害者職業能力開
発校における訓練など、機会の提供を図ります。

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容

施策・事業の体系

平成25年度実施（実績）内容

34／4634／4634／4634／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　１　就労支援の充実

取り組み 　　 (３) 行政における雇用・就労機会の創出 35

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

人事課 障害者雇用 ・障害者雇用の促進等に関する法律に定める法定雇用率（2.3％）を達
成している。

Ａ２ 法定雇用率の達成と維持を図るため、必要の応じて障害のある方を対
象とした採用試験を実施する。

継続

障害者支援課 障害者の実習の場の
提供

・平成25年度は、障害者支援課において計4名の実習を受入れしまし
た。
前掲(2)-②のとおり

Ｂ ・庁内関係部署、関係機関との連携を図り、行政の福祉化（官公需発
注。就労支援等）の推進に努めます。

継続

契約検査課 総合評価入札制度の
実施

・当該契約は2年契約のため、平成25年度は入札なし Ｃ 市庁舎清掃警備等管理業務委託において、総合評価入札を実施する。
評価基準の中には障害者の雇用率や新規雇用計画を含む。

継続

平成26年度予定（目標）
担当課

①公的部門の取り組みの推進

●行政のあらゆる分野において施策の創意工夫や改善を通して、
障害のある人の雇用・就労の機会を創出させる「行政の福祉化」の
取り組みを推進します。
●市役所における障害のある人の法定雇用率の達成と維持を図り
ます。

②総合評価入札制度等への取り組み

●障害者雇用率を入札に当たっての評価に加えるなど、総合評価
入札制度を実施していますが、法定雇用率を達成している企業を優
先的に入札参加としたり、指定管理者の応募要件とする検討等によ
り、障害のある人の雇用の促進を図ります。

施策・事業の体系

施策・事業の取り組み及び内容
平成25年度実施（実績）内容

35／4635／4635／4635／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　２　余暇活動の充実

取り組み 　　 （１）　仲間づくりの支援 36

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 社会福祉事業団体助
成事業

・岸和田市社会福祉事業団体運営助成要綱に基づき、本市域内におけ
る障害福祉関係団体の社会福祉活動の推進を図るため、研修会やレク
レーション・行事、団体間の交流などへ助成金した。
　平成25年度　７団体　1,280千円

Ｓ ・岸和田市社会福祉事業団体運営助成要綱に基づき、本市域内におけ
る障害福祉関係団体の社会福祉活動の推進を図るため、研修会やレク
レーション・行事、団体間の交流などへ助成金を交付予定。
　平成26年度　７団体　1,280千円

継続

障害者支援課 障害者団体の周知 ・障害者団体を障害福祉のしおりに掲載し周知を図った。 Ａ ・障害者団体を障害福祉のしおりに掲載する。 継続

社会福祉協議会 地域支えあい事業 ・居場所機能に加え、就労希望者には就労支援機能の充実を図る。ま
た、福祉総合センターの営繕業務等で簡易な就労訓練の受入れも行
う。
・週１回の居場所開放（畑作業、小物づくりなど）、年５回の食事会交流
会を実施、１２９名の参加者があった。
・年２回就労訓練を兼ね、福祉センター内の除草作業を実施。

Ａ２ ・居場所機能に加え、就労希望者には就労支援機能の充実を図る。
・福祉総合センターの営繕業務等で簡易な就労訓練の受入れも行う。

継続

平成26年度予定（目標）
担当課

①障害者団体の活動支援

●主要公共施設に障害者団体の紹介リーフレットなどを置いたり、
広報きしわだで紹介するなど、障害者団体の活動の周知を進めま
す。
●会員数の減少や高齢化に対し、団体活動の活性化と当事者活動
を支援します。
●近隣市の障害者団体との交流など、団体間同士の交流の促進を
図ります。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

②地域での交流の促進

●地域で障害のある人をはじめ子どもや高齢者など、だれもが気軽
に集うことができる場づくりを促進します。

施策・事業の体系

平成25年度実施（実績）内容

36／4636／4636／4636／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　２　余暇活動の充実

取り組み 　　 (２) 生涯学習の促進 37

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

生涯学習課 講座等への参加促進 ・必要に応じて短期講座等に、要約筆記者・手話通訳者等の条件の整
備に努めた。

Ａ１ ・必要に応じて短期講座等に、要約筆記者・手話通訳者等の条件整備
を充実していきます。

継続

文化国際課 青少年鑑賞者育成事
業

・広く市民を対象に芸術性の高いプロフェッショナルの舞台を催す。平
成25年度は、幼児から低学年を対象とする「すてきなさんにんぐみ（演
劇企画オフィス・アートプラン）」、高学年を対象とした「悔悟の記録（劇
団なんじゃもんじゃ）」の公演を行った。

Ｓ ・マドカホール開館30周年記念事業の一つとして障害児も対象とした文
化芸術体験事業「子どものためのアートマルシェｉｎマドカ」を８月９、１０
日に開催する。

新規

文化国際課 市展 ・岸和田市市展を５月の中頃から6月末にかけて、第１期洋画、第２期
染織と陶芸、第３期書と日本画、第４期写真と俳画を２週間おきに展示
し、広く市民に発表と鑑賞の機会を提供した。

Ｓ ・岸和田市市展を毎年5月の中頃から6月末にかけて、第１期洋画、第２
期染織と陶芸、第３期書と日本画、第４期写真と俳画を２週間おきに展
示し、広く市民に発表と鑑賞の機会を提供する。

継続

障害者支援課 ふれあい作品展 Ⅰ－１－（１）－①で掲載（１頁）

障害者支援課
（サン・アビリ
ティーズ）

講座等の開催 実施なし Ｃ

生涯学習課 学習支援事業 ・補助事業
　１．岸和田市障害者学級
　　　月に1回、障害をもつ人とその人たちの活動を支えるボランティア
が、共に学びあう場として「岸和田市障害者学級」として活動。
　　　活動日だけでなく、学級運営も含め、共に文化・スポーツ・創作・レ
クレーション活動をささえあう障害者学級「しゃぼんだま」の運営支援
　２．岸和田障害児のためのサマースクール実行委員会の運営支援

Ａ１ ・補助事業
　１．岸和田市障害者学級
　　　月に1回、障害をもつ人とその人たちの活動を支えるボランティア
が、共に学びあう場として「岸和田市障害者学級」として活動。
　　　活動日だけでなく、学級運営も含め、共に文化・スポーツ・創作・レ
クレーション活動をささえあう障害者学級「しゃぼんだま」の運営支援
　２．岸和田障害児のためのサマースクール実行委員会の運営支援

継続

図書館 障害のある人への図
書サービス

１　対面朗読サービス
　昭和５４年度からボランティアグループの協力を得て、視力障害者を
対象に対面朗読サービスを実施している。また、平成６年度から、自力
で本を読むことが困難な障害者にも対象を広げ、読書の機会を保障し
てきた。
　　 平成25年実績　　14千円　　８回
２　カセットテープによる「声の新着案内」の発行
　視力障害のある市民を対象に、カセットテープによる「声の新着案内」
を発行し、読書の機会の均等を図っている（岸和田市視覚障害者協会
との委託契約）
　　 平成25年実績　　187千円　　292本発行（年４回）
３　大活字本の充実
　大活字本を充実し、視力の弱い方々及び高齢者の方々に読書の機
会を提供。
　市内の図書館で　1,618冊所蔵。
４　点字・録音図書の貸出・宅配サービス
　福祉総合センター等で作成された点字図書・録音図書を所蔵。また、
サピエ（視覚障害者情報総合ネットワーク）に加入し、全国から点字図
書・録音図書を取り寄せ貸出ししている。録音図書には専用の機器が
必要になるため、機器の貸出しも行っている。郵送による貸出しサービ
スを実施。また、身体に障害があり来館が困難な方には、自宅へ図書
を届ける宅配サービスを行っている。
録音図書貸出　1,470点、点字図書貸出　68点、宅配　26件

Ａ１ １　対面朗読サービス
　昭和５４年度からボランティアグループの協力を得て、視力障害者を
対象に対面朗読サービスを実施している。また、平成６年度から、自力
で本を読むことが困難な障害者にも対象を広げ、読書の機会を保障し
てきた。
　※平成26年度計画　予算　36千円　（20回分）
２　カセットテープによる「声の新着案内」の発行
　視力障害のある市民を対象に、カセットテープによる「声の新着案内」
を発行し、読書の機会の均等を図っている（岸和田市視覚障害者協会
との委託契約）
　※平成26年度計画　　予算　200千円（年４回分）
３　大活字本の充実
　大活字本を充実し、視力の弱い方々及び高齢者の方々に読書の機
会を提供。
　市内の図書館で1,700冊所蔵。
　※平成26年度計画　　予算　300千円
４　点字・録音図書の貸出・宅配サービス
　福祉総合センター等で作成された点字図書・録音図書を所蔵。また、
サピエ（視覚障害者情報総合ネットワーク）に加入し、全国から点字図
書・録音図書を取り寄せ貸出ししている。録音図書には専用の機器が
必要になるため、機器の貸出しも行っている。郵送による貸出しサービ
スを実施。また、身体に障害があり来館が困難な方には、自宅へ図書
を届ける宅配サービスを行っている。

継続

②芸術文化の鑑賞機会の提供

●障害のある人の芸術・文化鑑賞の機会拡充を図ります。
●視覚障害のある人も触って楽しめる現代美術展覧会など、障害
のある人の参加や障害のある人が体験または創造することができ
るような機会の提供に努めます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

③地域での活動の促進

●障害のある人をはじめ、だれもが気軽に交流をする中で趣味の
活動などを続けられるよう、公民館や集会所などを活用した地域で
のサークル活動を促進します。

④障害のある人に対する図書サービス

●録音図書や点字図書、大活字本を収集、整理、保存し視覚障害
のある人を対象に貸し出します。また、ボランティアの協力を得た対
面朗読を実施します。聴覚に障害がある人に対しては、ファクシミリ
による本の予約や調べものの依頼を受け付けます。さらに、図書館
に来館が困難な人には、本の宅配サービスを実施します。

①各種講座の提供

●障害のある人の趣味や創作活動等を行う講座等の機会について周知を図り、参
加の促進を図ります。
●障害のある人が技術や能力を生かして講座を持つなど、講師役の機会の提供に
努めます。

平成26年度予定（目標）
担当課

施策・事業の体系

平成25年度実施（実績）内容

37／4637／4637／4637／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　２　余暇活動の充実

取り組み 　　 (３) スポーツ・レクリエーション活動の促進 38

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 障害者スポーツ振興
事業

・大阪府障がい者スポーツ大会への参加支援
　参加選手の搬送や経費の支援を実施
　（岸和田市障害者スポーツ大会実行委員会に委託）
　種目（開催日）・人数：陸上（5月12日）・5名
　　　　　　　　　　　 　　　卓球（5月18日）・2名、水泳（5月18日）・4名
　　　　　　　　　　　 　　　フライングディスク（5月19日）20名
　　　　　　　　　　　 　　　ボウリング（5月25日）・2名

Ａ１ ・大阪府障がい者スポーツ大会への参加支援
　参加選手の搬送や経費の支援を実施
　（岸和田市障害者スポーツ大会実行委員会に委託）
　種目（開催日）：陸上（5月11日）
　　　　　　　　　　　卓球（5月17日）、水泳（5月17日）
　　　　　　　　　　　ボウリング（5月24日）
　　　　　　　　　　　フライングディスク（5月25日）

継続

スポーツ振興課 スポーツ教室 ・現状では、障害者(児）だけのスポーツ教室の実施は予定していませ
ん。ただし、各種のスポーツ教室において申し出があった場合に、保護
者及び講師と相談の上、可能な範囲で受講を認めます。
（※２５年度実績はない。）

Ｂ ・現状では、障害者(児）だけのスポーツ教室の実施は予定していませ
ん。ただし、各種のスポーツ教室において申し出があった場合に、保護
者及び講師と相談の上、可能な範囲で受講を認めます。

継続

障害者支援課 障害者スポーツ・レク
リエーション参加事業

・第47回阪南地区身体障害者スポーツ・レクリエーション大会の共催
　１０月１９日（土）　田尻町多目的グランド
　高石市以南の阪南地区８市４町で共催
　参加人数：29名
・岸和田市障害者スポーツ大会（フライングディスク）
　平成26年3月23日(日）岸和田市サン・アビリティーズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加者134名

Ａ１ ・第47回阪南地区身体障害者スポーツ・レクリエーション大会の共催
　１１月１日（土）　阪南市
　高石市以南の阪南地区８市４町で共催

・岸和田市障害者スポーツ大会（フライングディスク）

継続

障害者支援課
（サン・アビリ
ティーズ）

障害児（者）体操教室
の実施

・サン・アビリティーズにて、障害児（者）体操教室（年11回）の実施
　平成25年度　　参加者数　137人　　　介助者161人

Ａ１ ・サン・アビリティーズにて、障害児（者）体操教室（年11回）の実施
　平成26年度　　開催1クール約20名予定
　　　　　　　　　　　　開催予定　11回／クール

継続

障害者支援課 機能回復教室　　 ・サン・アビリティーズにて、18歳以上の身体障害者手帳（上肢・下肢・
体幹のいずれか）を所持する自立歩行可能な方を対象に体操教室（年
1０回）の実施
　平成25年度実施　　開催：10回　参加者：障害者実5人

Ａ１ 他課、他機関において、同様の事業を実施しているため平成26年度は
実施しない。平成25年度参加者へは、経過報告した上で、他課、他機
関の事業について情報提供する。

縮小

障害者支援課
（サン・アビリ
ティーズ）

車椅子バスケット、サ
ンアビ杯の開催と障
害者フライングディス
ク講習会

・障害のある方の機能回復や健康増進を図るため、次の取り組みを
行っている。
　①車椅子バスケットボール選手権大会（サン・アビ杯）
　　平成25年度計画　11月10日実施　　参加３チーム　45名程度
　②岸和田市障害者スポーツ講習会（フライングディスク）2回実施

Ａ１ ・障害のある方の機能回復や健康増進を図るため、次の取り組みを
行っている。
　①車椅子バスケットボール選手権大会
　　平成26年度計画　11月2日実施予定　　参加４チーム　55名程度
　②フライングディスク講習会
　　計画　平成27年１月25日実施予定　　　参加人数　　30名程度

継続

平成26年度予定（目標）
担当課

施策・事業の体系

①障害者スポーツの振興

●障害者スポーツの振興・充実を図るため、障害者スポーツのすそ
野の拡大や、選手の競技力向上に向けた各種の障害者スポーツ振
興に関する取り組みを、一層促進します。

②スポーツの参加機会の拡充

●スポーツやレクリエーションを通じて、障害のある人の健康の保
持や体力向上を図るとともに、近隣市の障害のある人との親睦と交
流の輪を広げます。

③サン・アビリティーズでの活動の充実

●地域住民との交流を図るため、引き続きサン・アビリティーズ杯バ
スケットボール選手権大会を開催するとともに、障害のある人や児
童の体操教室を開催していきます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成25年度実施（実績）内容

38／4638／4638／4638／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅴ　いきいきと働き、楽しむことができる社会をつくる

施策の方向 　２　余暇活動の充実

取り組み 　　 (４) 社会参加・参画の促進支援 39

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

生涯学習課 いきいき学びのプラン
点訳版・音声版の発
行

・各事業の２５年度実施内容
　いきいき学びのプラン年3回発行（広報紙9・12・3月号）発行76,000部
（町会・自治会配布）
　いきいき学びのプラン点字版、音声版の作成及び郵送を委託
　（情報提供できるよう広報に準じている）

Ａ１ ・各事業の２６年度実施予定内容
　いきいき学びのプラン年3回発行（広報紙9・12・3月号）発行76,000部
（町会・自治会配布）
　いきいき学びのプラン点字版、音声版の作成及び郵送を委託
　（情報提供できるよう広報に準じている）

継続

障害者支援課 コミュニケーション事
業

・市主催等の講演会、講座、式典、イベントへの参加へ派遣。
・障害者スポーツ大会等や地域のゲートボール試合へ派遣。

Ａ１ ・講座や講演、イベント等に要約筆記者や手話通訳者派遣ができるよう
に主催課と調整、広報誌等に掲載し余暇活動の拡充を進めます。
・地域住民との交流や親睦等に聴覚障害者が自主的に参加できるよう
支援します。

継続

障害者支援課 移動支援事業 （障害福祉計画のなかで実施）
・障害のある人が積極的に余暇活動に参加できるよう、外出や移動の
支援の充実を図る
・平成25年４月より通学支援を実施
　　平成25年度実績　　 180,405千円

Ｓ ・障害のある人が積極的に余暇活動に参加できるよう、外出や移動の
支援の充実を図る
　　平成26年度予算　　203,270千円

継続

生涯学習課 公民館・青少年会館
管理事業

・整備、修繕の中でバリアフリーの視点は常に考慮しているが、今年度
の実績はない。

Ｂ ・整備、修繕の中でバリアフリーの視点は常に考慮する。 継続

スポーツ振興課 市民プール整備事業
市民体育館整備事業
運動広場整備事業
総合体育館整備事業

・整備、修繕の中でバリアフリーの視点を考慮する。平成２５年度は実
績なし。

Ｂ ・整備、修繕の中でバリアフリーの視点を考慮する。 継続

文化国際課 管理事業 ・浪切ホール、マドカホールはバリアフリー化済み。自泉会館は限られ
たスペースでの対応になるが、スロープを設置した。

Ａ１ ・館に備え付けの車いすを浪切ホールに４台、マドカホールに２台増や
す。
・マドカホールの障害者トイレの修繕を行う。

充実

①情報提供の充実

●障害のある人がより充実したレクリエーション活動を楽しむことが
できるよう、関係団体等と連携し、ホームページやテレビ岸和田、ラ
ヂオきしわだなどを活用し、余暇活動に関する情報の収集・提供に
努めます。
●いきいき学びのプランについての点字版や音声版の作成・発行を
していきます。

③外出や移動の支援の充実

●障害のある人が積極的に余暇活動に参加できるよう、外出や移
動の支援の充実を図ります。

担当課

④施設のバリアフリー化

●障害のある人が参加しやすく、また、利用しやすいよう、公民館や
スポーツ施設等の計画的なバリアフリー化を進めます。

②要約筆記者、手話通訳者の派遣

●聴覚障害のある人の余暇活動への参加を促進するため、要約筆
記者や手話通訳者の派遣を進めます。

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

平成25年度実施（実績）内容

39／4639／4639／4639／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　１　情報提供・コミュニケーション支援の充実

取り組み 　　 (１) 情報提供体制の充実 40

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 情報のバリアフリー化
の推進

・障害福祉サービスに伴う各種制度について、広報広聴課と協力し、
様々な媒体、方法を通じて、わかりやすい情報提供や周知に努めまし
た。また、聴覚障害者からの問い合わせ等に対応できるように障害者
支援課内にテレビ電話を設置しました。

Ａ１ ・障害福祉サービスに伴う各種制度について、広報広聴課と協力し、
様々な媒体、方法を通じて、わかりやすい情報提供や周知に努めま
す。

継続

広報広聴課 広報きしわだやCATV
等を活用した情報提
供

□広報きしわだの発行
・毎月１回発行76,000部（町会・自治会配布）
□「声の広報」の発行
・市内在住の視覚障害者（身体障害者手帳所持者）で点字を読むことが
困難な人（中学生以上）を対象として発行。
・障害１級～６級の人が対象。
・公共施設へ８部（図書館１、サンアビ１、市民センター５、福祉総合セン
ター１）配置。
・昭和49年４月から発行、平成22年度から月１回１号につき２本。
・マザーテープへの録音（吹き込み）を朗読ボランティアひばりに委託。
また、複製と発送を岸和田市視覚障害者協会に委託。
・平成25年度実績…71件×２本×12カ月（上記公共施設分含む）
□「広報きしわだ点字版」の発行
・市内在住の視覚障害者（身体障害者手帳所持者）を対象に発行。
・公共施設へ８部（図書館及び分室４、サンアビ１、福祉センター１、広
報広聴課１、大阪府中央図書館）配置。
・昭和４７年４月から発行。毎月１回月末に発行。30ページ8,000字程
度。
※4・7・10・1月は「議会だより点字版」（8,000字程度）と合併し、計16,000
字程度。
・点訳サークルKに原稿とデータを手渡し、製作及び発送を委託。
・平成25年度実績…19部×12カ月（上記公共施設分含む）
□テレビ市政だよりへの手話の挿入
・テレビきしわだを活用して市政など幅広く岸和田を紹介。昭和61年６月
から放映開始。製作は、テレビ岸和田と年間委託契約を締結、市と協力
して2週間に１本の割合で10分番組を制作。
・手話については、平成11年度から一部番組に挿入。平成25年度は、
全ての放送で手話を挿入した。

Ｓ □広報きしわだの発行
・毎月１回発行76,000部（町会・自治会配布）
□「声の広報」の発行
・市内在住の視覚障害者（身体障害者手帳所持者）で点字を読むことが
困難な人（中学生以上）を対象として発行。
・障害１級～６級の人が対象。
・公共施設へ５部（図書館１、サンアビ１、市民センター５、福祉総合セン
ター１）配置。
・月１回１号につき２本。
・マザーテープへの録音（吹き込み）を朗読ボランティアひばりに委託。
また、複製と発送を岸和田市視覚障害者協会に委託。
・平成26年度計画…71人×２本×12カ月（上記公共施設分含む）
□「広報きしわだ点字版」の発行
・市内在住の視覚障害者（身体障害者手帳所持者）を対象に発行。
・公共施設へ10部（図書館及び分室６、サンアビ１、福祉センター１、広
報広聴課１、大阪府中央図書館）配置。
・昭和４７年４月から発行。毎月１回月末に発行。30ページ8,000字程
度。
※4・7・10・1月は「議会だより点字版」（8,000字程度）と合併し、計16,000
字程度。
・点訳サークルKにデータを送信し、製作及び発送を委託。
・平成26年度計画…21部×12カ月（上記公共施設分含む）
□テレビ市政だよりへの手話の挿入
・テレビきしわだを活用して市政など幅広く岸和田を紹介。昭和61年６月
から放映開始。製作は、テレビ岸和田と年間委託契約を締結、市と協力
して１カ月に１本の割合で15分番組を制作。
・平成26年度も引き続き、全ての放送で手話を挿入する。

継続

広報広聴課 インターネット情報発
信事業の推進

・本市では、平成９年９月９日に発信を開始し、インターネットサーバー
の運用・管理は㈱テレビ岸和田に委託。各ページは、市で作成してい
る。
・CMS導入により、JIS規格を尊重しアクセシビリティが向上した新しいサ
イトを平成21年３月に公開した。アクセシビリティに配慮しつつ、平成25
年度も積極的な情報発信に努めた。

Ｓ ・アクセシビリティに配慮しつつ、平成26年度も積極的な情報発信に努
める。

継続

社会福祉協議会 街角トイレ運動 ・障害者の自立支援を進めるNPO法人と今後の方向性について情報共
有を行った。

Ａ３ NPO法人、地域団体と連携し、祭礼時のトイレマップを作成するなどの
取り組みを通じて情報発信を行う。
協力企業・施設を増やすための広報活動を強化する。

継続

生涯学習課 出前講座による情報
提供

・要請があれば、岸和田市における障害者福祉施策の現状について、
各課と調整し、出前講座の実施をしました。

Ａ１ ・要請があれば、岸和田市における障害者福祉施策の現状について、
各課と調整し、出前講座の実施をします。

継続

障害者支援課 IT講習会の実施 ・受講ニーズがなく、講習会の開催に至りませんでした。 Ｂ ・受講ニーズを把握しながら、講習会の開催について検討します。 縮小

平成26年度予定（目標）
担当課

施策・事業の体系

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

③ＩＴ講習会の開催

●障害のある人が、情報の収集やコミュニケーションの手段として
パソコンなど情報機器を使えるよう、ＩＴ講習会を開催します。

①情報のバリアフリー化の推進

●障害福祉サービスをはじめ、地域生活支援事業、保健・医療、介
護保険サービスなど、障害のある人が必要とするサービスについて
理解し、利用できるよう、広報きしわだや社協だより、テレビ岸和田
やラヂオきしわだなど、様々な媒体を活用して周知を進めます。とり
わけ、新たなサービスや制度について、趣旨や内容について周知
の徹底を図ります。
●広報にあたっては、視覚障害や聴覚障害のある人、高齢者、外
国人などに配慮して、できるだけわかりやすい表現を用いることや、
拡大文字の使用、音声、外国語表記などの対応を進めます。
●障害のある人に対し、障害種別やライフステージ別など、わかり
やすいサービス情報の提供に努めます。
●「街角トイレ運動」について、障害者仕様のトイレの存在が、外か
ら見てわかりやすいよう、継続して「トイレOKシール」を周知するとと
もに、協力施設の拡大を図ります。

②地域における情報提供の推進

●障害福祉サービスや介護保険制度について、新たなサービスの
趣旨や内容をはじめ利用手続きなどについて、公民館や集会所な
ど、地域での出前講座による情報提供を進めます。

平成25年度実施（実績）内容

40／4640／4640／4640／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　１　情報提供・コミュニケーション支援の充実

取り組み 　　 (２)　コミュニケーション支援の充実 41

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 手話通訳派遣事業 ・手話通訳者派遣　　依頼件数　７４３件　うち登録手話者派遣件数１９
４件　登録者数２５名
　依頼件数は、毎年増加の傾向。依頼は日中が多く、就労などにより登
録者が派遣できないことが多く、設置通訳者で対応している。
　平成２３年度からは、府の「手話通訳者養成講座（3年間）」受講や岸
和田市の登録手話通訳者試験を目指してレベルアップを図るため、奉
仕員養成講座修了生を対象に、障害者支援課で「ステップアップ講座（1
年間）」を開催。平成25年度受講者からは3名が府の通訳者養成講座を
受講している。

Ａ ・手話通訳者派遣
平成２６年４月現在の登録者数２５名。

継続

障害者支援課 手話通訳者設置事業 ・手話通訳者設置
　設置者数　２名（手話通訳士）。窓口業務、相談業務。手話通訳業務
（平成25年度は通訳依頼７４３件の約７４％、５４９件を設置通訳者が対
応）

Ａ ・手話通訳者設置
　設置者数　２名（手話通訳士）。窓口業務、相談業務。手話通訳業務。

継続

障害者支援課 要約筆記者派遣事業 ・要約筆記者派遣（手書き）
平成２５年度の登録者数２２名。依頼件数８２件

Ａ１ ・要約筆記者派遣（手書き）
平成２６年４月現在の登録者数１９名。

継続

経営管理課 手話通訳派遣事業 ・通訳者の派遣で対応 Ｓ ・通訳者の派遣対応で維持の考え 継続

障害者支援課 手話通訳者の配置拡充 ・障害者支援課以外に手話通訳者の配置拡大はされていない。職員研
修未実施。

Ｂ ・実施に向け検討する。 継続

社会福祉協議会 手話通訳者（奉仕員）
や要約筆記者（奉仕
員）の養成研修

・手話通訳者（奉仕員）養成講座の実施
■25年度の開催状況
入門課程　24日　延べ　298人
基礎課程　32日　延べ　306人
上級課程　24日　12月から開講予定
・要約筆記者（奉仕員）養成講座の実施
■25年度の開催状況　  8日   延べ92人

Ａ１ 講座を継続実施。
手話講座については、平日昼間に活動できる人材を確保するため、入
門課程の午前コースを新設。

充実

障害者支援課 手話ステップアップ講
座

・講座の実施
　　受講生２４名　年間２０回
　　手話検定試験４級1名、３級６名、２級１名が合格した。
　　（参考）２４年度　受講生２０名　年間２０回
　　　　　　 手話検定は３級に３名、２級に１名が合格した。

Ａ ・受講生２４名でスタート。年間２０回。 継続

担当課
平成26年度予定（目標）

③手話通訳者、要約筆記者の養成

●聴覚障害のある人のコミュニケ―ション支援を行うため、手話通
訳者（奉仕員）や要約筆記者（奉仕員）の養成研修を引き続き行い
ます。

②手話通訳者の配置の拡充

●福祉関係窓口をはじめ、市民病院などのサービス窓口での手話
通訳者の配置や職員研修に努めます。

施策・事業の体系

①コミュニケーション支援

●聴覚に障害のある人の社会参加を支援するため、手話通訳者や
要約筆記者などの派遣を行います。
●身近な住民（地区福祉員）やボランティア、専門機関（コミュニティ
ソーシャルワーカー、地域包括支援センター、相談支援事業所等）
の担当窓口でもコミュニケーション支援を行えるように努めます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）
平成25年度実施（実績）内容

41／4641／4641／4641／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　２　相談支援・ケアマネジメント体制の充実

取り組み 　　 (１) 相談支援体制の充実 42

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 障害者相談員事業 身体12名、知的4名、精神1名の計17名に相談業務を委嘱している。
ひとりあたりの報償金は、1,744円/月。
25年度相談受付実績は計213件。

Ａ２ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 障害者相談支援事業 ・障害者相談支援事業所の案内ちらしを給付金案内送付時に同封、窓
口設置、各種事業者連絡会、民生委員児童委員協議会等関係機関の
会議の場、啓発イベントなどで配布。広報やホームページでPRを行っ
た。

Ａ２ ・基幹相談支援センターの26年度設置に向け、先行自治体に調査実
施。
直営による設置を検討し、庁内関係部局との調整を進める。
・障害者相談支援事業所のPRは継続実施に努めます。

継続

介護保険課 総合相談支援事業 ・地域包括ケアシステム事業への支援
・地域包括支援センターにおける実施方針の策定
・地域包括支援センターを3ヶ所増設（各圏域に整備）

Ａ１ ・地域包括ケアシステム事業への支援
・地域包括支援センターにおける実施方針の策定
・地域包括支援センターのさらなる機能強化

継続

福祉政策課 いきいきネット相談支
援事業

11箇所のコミュニティーソーシャルワーカーが、他機関や地域とのネット
ワークづくりを推進し、高齢者だけでなく、障害のある人や母子家庭な
ど、支援を必要とする人の相談援助を行った。

Ａ２ 継続して、11箇所のコミュニティーソーシャルワーカーが、他機関や地
域とのネットワークづくりを推進し、高齢者だけでなく、障害のある人や
母子家庭など、支援を必要とする人の相談援助を行っていきます。

継続

障害者支援課 障害者相談支援事業 日々の業務でケース会議等、必要な時期に関係機関との連携をもって
いる。

Ａ２ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 障害者自立支援協議
会運営事業

・部会活動を障害種別から課題別に再編成を行い、地域移行、相談支
援に関するワーキングを実施し、ニーズや課題抽出をより的確に行って
いく体制づくりを行いました。

Ａ２ ・ワーキングを部会として位置づけ、引続きニーズや課題の把握、整理
に努め、障害のある方の生活を支えるための方策の検討、関係機関と
の連携強化を図ります。
課題に応じて、連携が必要な機関へのPR及び連携協力依頼を進めま
す。

継続

障害者支援課 ケースワーク事業 ・治療が必要な方に関しては、保健所や医療機関と連携を取り合い、適
切な治療が受けれるように促します。また医療観察の対象となられた方
については、地域活動支援センター等の関係機関と連携し、地域生活
をスムーズに送れるように必要に応じてケア会議を実施。

Ａ１ ・治療が必要な方に関しては、保健所や医療機関と連携を取り合い、適
切な治療が受けれるように促します。また医療観察の対象となられた方
については、地域活動支援センター等の関係機関と連携し、地域生活
をスムーズに送れるように必要に応じてケア会議を実施予定。

継続

①身近な地域での相談対応の充実

●障害の特性やニーズに応じた支援を行うため配置されている身
体障害者相談員、知的障害者相談員、精神障害者相談員につい
て、障害のある人や家族に対して周知を図るとともに、相談員の福
祉サービス等に関する知識や対応技術などの研修の充実を図りま
す。

④岸和田市障害者自立支援協議会の機能強化

●個別支援会議の蓄積により、ニーズや課題を把握し、地域課題を
挙げていきます。
●相談支援事業の実施状況及び運営評価を行うとともに、岸和田
市障害者自立支援協議会の周知に努めます。
●地域の社会資源の開発及び改善、連携の強化を図っていきま
す。

③関係機関・関係課等の連携強化

●保健所等大阪府の相談関係機関、相談支援センターや地域包括
支援センター等様々な専門相談機関との連携を強化するとともに、
関係課との連携を図り、障害のある人やその家族の多様なニーズ
に対応したきめ細やかな支援の充実を図ります。

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

⑤触法行為への関与防止と支援

●障害ゆえに犯罪に巻き込まれたり、触法行為にかかわったりする
人や医療観察を受ける必要がある人の社会復帰などに、地域や関
係機関の連携で支援していきます。

②専門的な相談対応の充実

●総合的な相談窓口として基幹相談支援センターの設置を進める
とともに、わかりやすい相談体制の確立、様々な相談に適切に対応
できる仕組みづくりを進めます。
●障害のある人の日常生活に即した課題に対する相談や、当事者
相談、サービス利用に関する相談などに対応するため、障害者相
談支援事業所の周知を図ります。
●地域で暮らす高齢者を介護・福祉・健康・医療など様々な面から
総合的に支えている地域包括支援センターについて、今後、充実に
努めます。
●いきいきネット相談支援センターとして相談対応をしているコミュ
ニティソーシャルワーカーについて、福祉の総合相談窓口として対
応する機能として市民に広く周知を図ります。

担当課
平成25年度実施（実績）内容

42／4642／4642／4642／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　２　相談支援・ケアマネジメント体制の充実

取り組み 　　(２) ケアマネジメント体制の充実 43

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 障害者相談員事業 奇数月に特定相談支援ワーキングを開催し、偶数月に特定相談支援
勉強会を実施し、専門員の資質の向上を図っています。また、大阪府
等が案内する研修等にも積極的に参加するよう呼びかけます。

Ａ２ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課
健康推進課
保育課
人権教育課

障害者相談支援事業 ・年度ごとに対象を決め、サービス等利用計画の拡充に努めている。
　25年度末で、47％の計画相談支援の支給決定済。

Ａ３ ・岸和田市内に居住する18歳以上の人も新たに対象に加え、拡充を進
める。

継続

保育課 障害児支援事業 ・「あゆみファイル」の有効活用を図るため、保育士、教員のための研修
を実施した。子育て支援地域協議会の障害児療育部会等で、関係各課
や関係機関と継続的に連携を行った。

Ｓ ・「あゆみファイル」の有効活用を図るため、保育士、教員のための研修
を実施していく。子育て支援地域協議会の障害児療育部会等で、関係
各課や関係機関と継続的に連携を行っていく。

継続

障害者支援課 障害者自立支援協議会
運営事業

・必要に応じ、ケース検討などで連携を進めている。
・委託相談支援事業所の自己分析や相談業務での共通の課題を分析
し全体会に報告するなど、地域の問題として検討している。

Ａ１ 継続実施に努めます。 継続

担当課

②ニーズの把握ときめ細かな相談機能

●サービス等利用計画の全対象者への拡充を進めていきます。
●保育所、幼稚園、学校等と福祉・保健・医療等との連携による
ニーズの把握ときめ細やかな相談支援を行うため、「あゆみファイ
ル」の活用の徹底を図ります。

施策・事業の体系

③関係機関との連携

●岸和田市障害者自立支援協議会において、障害のある人やその
家族について適切な支援を行えるよう、困難な事例等ケース検討や
事業者連携等の対応を進めていきます。
●相談支援事業所や地域包括支援センター、いきいきネット相談支
援センターなど専門相談機関の連携を強化し、相談内容の現状把
握や分析、課題解決に向けた検討を進めます。

平成26年度予定（目標）
施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

①相談支援専門員の確保と資質の向上

●障害種別や障害の程度、家族の状況などによる様々なニーズに
対応できるよう、障害特性の理解や地域生活の継続に必要な制度
や地域での支援活動の把握、支援手法の習得等、相談支援専門
員の研修の充実と資質の向上を図ります。
●計画相談支援の対象について、障害福祉サービス利用について
一人ひとりに適したものとなるよう、職員の研修を充実し、資質の向
上を促進します。

平成25年度実施（実績）内容

43／4643／4643／4643／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　３　福祉サービスの充実

取り組み 　　 (１)　個々のニーズに対応した生活支援の充実 44

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 介護・訓練給付費支
給事業

障害福祉計画に則り、必要な障害福祉サービスを提供 Ａ２ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 重症心身障害児（者）
地域生活支援セン
ター事業

・障害福祉計画に則り、必要な障害福祉サービスを提供
・平成25年度は大阪府主催の「医療的ケアが必要な重症心身障がい児
（者）に対応する身体介護技術研修（平成22～24年度受講者に限る）の
実施」について、市内居宅介護事業所や生活介護事業所等への受講
案内等の働きかけを行い、６事業所の合計６名が当該研修を修了し
た。また、２名の聴講生も同研修を受講した。
・大阪府が取りまとめを行った「医療的ケアの必要な重症心身障がい児
者に対応できる社会資源の一覧」作成に協力し、大阪府内における医
療的ケアに対応可能な事業所が把握できるようになった。

Ａ３ ・平成26年度より新たに重症心身障害者等支援事業を立ち上げ、日中
活動事業所における医療的ケアに対応可能な看護師の加配について
助成を行います（市内２事業所予定）。
・大阪府が平成26年度に実施する重症心身障がい児者地域ケアシステ
ム整備事業の中のケアコーディネイト事業（南河内圏域にて実施）につ
いて情報収集していきます。

充実

障害者支援課 重症心身障害児（者）
地域生活支援セン
ター事業

・事業所の参入の促進はできておりません。
・大阪府が取りまとめを行った「医療的ケアの必要な重症心身障がい児
者に対応できる社会資源の一覧」作成に協力し、大阪府内における医
療的ケアに対応可能な事業所が把握できるようになった。

Ｂ ・平成26年度より新たに重症心身障害者等支援事業を立ち上げ、日中
活動事業所における医療的ケアに対応可能な看護師の加配について
助成を行います（市内２事業所予定）。
・大阪府が平成26年度に実施する重症心身障がい児者地域ケアシステ
ム整備事業の中のケアコーディネイト事業（南河内圏域にて実施）につ
いて情報収集していきます。

充実

障害者支援課 介護・訓練給付費支
給事業

・障害福祉計画のなかで実施
障害福祉計画Ｐ113（３）居住系サービス

Ａ３ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 移動支援事業 ・障害福祉計画のなかで実施
・障害のある人が積極的に余暇活動に参加できるよう、外出や移動の
支援の充実を図る
・平成25年４月より通学支援を実施
　　平成25年度実績　　 180,405千円

Ａ１ ・障害のある人が積極的に余暇活動に参加できるよう、外出や移動の
支援の充実を図る
　　平成26年度予算　　203,270千円

継続

介護保険課 介護サービスの充実 ・第5期計画の重点施策
　第5期介護保険事業計画に基づき推進。平成２５年度については、地
域包括支援センターを日常生活各圏域に設置（３ヶ所増設）し、また地
域密着型複介護老人福祉施設を２ヶ所整備。

Ａ１ ・第5期計画の重点施策
　第5期介護保険事業計画に基づき推進。平成２６年度については、地
域包括支援センターのさらなる周知啓発、また地域密着型介護老人福
祉施設（１ヶ所）および複合型サービス（１ヶ所）を整備予定。

継続

④居住の場の充実

●入所施設が地域の社会資源として、施設入所支援や日中活動系
のサービスの提供のみならず、訪問系サービスや短期入所、相談
支援、地域への施設の開放、ボランティアの受け入れなど、障害の
ある人の地域生活を支えるサービスの供給拠点、地域に開かれた
施設となるよう、施設に対して働きかけます。
●地域移行や地域定着に向けた支援体制の充実を図るとともに、
重度障害のある人のケアホームの受け入れなど、ニーズに対応し
た地域における住まいの場の充実に努めます。
●グループホーム・ケアホームの整備について、市民の理解促進を
図ります。

③日中活動の場の充実

●参入が進まない就労移行支援や就労継続支援Ａ型について、事
業の問題点や課題の把握を行うとともに、課題解決のための方策
の検討を行い、事業所の参入を促進します。
●医療的ケアが必要な重度障害のある人の日中活動の場の拡充
に努めます。

①障害福祉計画に基づくサービスの提供

●障害のある人が必要なサービスを利用できるよう、障害福祉計画
に基づくサービスの確保・提供に努めます。

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

施策・事業の体系

⑥介護保険制度に基づく介護サービスの充実

●高齢の障害のある人が、必要な介護サービスを利用できるよう、
適用対象年齢に達する人に適切な情報提供手続き等支援を行うと
ともに、介護サービスの利用実態や課題の把握に努め、介護サー
ビス基盤の整備を図ります。

②居宅での生活の支援の充実

●障害のある人が障害の特性や個々のニーズに対応した適切な
サービスを利用できるよう、障害福祉サービスの量を確保するととも
に、サービスの質の向上を促進します。
●新たに創設された同行援護について、その内容や対象について
の周知とともに、円滑な実施に努めます。
●重度障害のある人が安心して居宅において療養できるよう、医師
会と連携し医療機関における訪問看護の充実に努めます。
●短期入所について、緊急時等にもスムーズに利用できるよう、ま
た、医療的ケアが必要な重度障害のある人が利用できるよう努めま
す。

⑤地域生活支援事業の充実

●福祉用具について、障害の特性に応じた各種福祉機器、日常生
活用具の給付の充実を図るとともに、障害者関連施設や関係機
関、関係障害者団体等を通じた情報提供の充実を図ります。
●移動支援事業について、その対象となる外出の範囲などの拡充
について検討を進めます。

平成26年度予定（目標）
担当課

平成25年度実施（実績）内容

44／4644／4644／4644／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　３　福祉サービスの充実

取り組み 　　 (２) 利用者本位のサービスの提供 45

事業名 事業内容（委託・助成含む）及び実績（予定）等 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 介護・訓練給付費支
給事業

・障害程度区分認定調査員に新たになった職員については、大阪府が
実施する研修に参加し、適切な認定調査が実施できるよう努めていま
す。また、利用者のニーズに応じた支給決定が行えるよう、認定調査員
および特定相談支援事業所との連携を深めています。
・障害認定区分等に不服がある場合の不服申し立て及び取消訴訟につ
いての内容を決定通知書に記載しています。

Ｓ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 介護・訓練給付費支
給事業

・広域事業者指導課と連携し、事業所への実地指導の実施により、
サービスの適正な実施を目指しています。

Ａ 継続実施に努めます。 継続

平成26年度予定（目標）

施策・事業の体系

担当課施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

①利用者一人ひとりの実情に応じた支給決定の推進

●障害のある人に適したサービスの利用促進を図るため、障害程
度区分の適切な認定を行うとともに利用者一人ひとりの実情に応じ
て必要な支給決定に努めます。
●障害認定区分等に不服がある場合に、大阪府に対して提起でき
る審査請求制度について、十分な周知を図ります。

②サービスの質の向上

●サービス提供事業者に対し、サービスの自己評価の情報公開と
第三者評価の推進を図ります。
●苦情解決のためのサービス利用者のモニター制度や、障害福祉
サービス相談支援事業に対する相談など、苦情解決のための仕組
みの整備について検討します。

平成25年度実施（実績）内容

45／4645／4645／4645／46



第３次岸和田市障害者計画／平成25年度事業推進状況

基本目標 Ⅵ　日々の暮らしを支える基盤を充実する

施策の方向 　３　福祉サービスの充実

取り組み 　　 (３) 家族介護者への支援 46

事業名 事業内容（委託・助成含む） 評価 事業内容（委託・助成含む） 区分

障害者支援課 障害者相談支援事業 ・広報や市ホームページで、相談支援事業所等各種相談窓口の紹介や
障害福祉サービスの利用について周知。

Ａ１ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 社会参加促進事業 ・具体的には、障害福祉計画のサービスにはなし
当事者への介護サービスにより、家族への負担を軽減

Ａ３ 委託相談支援事業、泉州中就業・生活支援センター、南大阪若者サ
ポートセンターが、家族会を実施しており、必要があると考えられる家
族、介護者等がいれば案内をおこなっていきます。

継続

障害者支援課 介護・訓練給付費支給
事業

・広報や案内ちらしの窓口設置、機会をとらえ郵便物への同封などによ
り周知に努めている。
・短期入所や日中一時支援等サービスの確保・充実はできていない

Ｂ 継続実施に努めます。 継続

障害者支援課 障害者相談支援事業 ・利用者や家族向けに周知を行った（見舞金等案内文送付時に、サー
ビスの制度の案内文を同封した）。
・市民懇談会の開催には至っていない

Ａ３ ・引き続き、できる範囲で周知に努めます。 継続

福祉政策課 孤立死防止 電気、ガス、水道、府・市営住宅、郵便、警察、消防、地域包括、いきい
きネット相談支援ｾﾝﾀｰ、社協、行政で2回孤立死防止や要援護者支援
について意見や情報交換を行った。

町会や老人会、福祉委員会などの組織や地域住民と連携を図り、地域
で孤立している要援護者の発見、支援に取り組んでいくと共に福祉専
門職と地域が連携できるように調整した。また、新聞や電気等地域と密
接な業者などと、孤独死防止マニュアル検討会議を行い、多機関との
情報共有を行った。

Ａ１ 電気、ガス、水道、府・市営・UR住宅、郵便、宅配、警察、消防、地域包
括、いきいきネット相談支援ｾﾝﾀｰ、社協、行政で意見交換をし、情報を
提供しあえる協定の締結を検討していく。

町会や老人会、福祉委員会などの組織や地域住民と連携を図る。また
地域専門職（社協地区担当者・地域包括支援センター・いきいきネット
相談ＣＳＷ）が定期的に会議を行い、地域と専門職との連携の強化に
努める。きんきゅうカードの刷新を図り、地域での見守り体制の支援を
行う。

充実

④サービスや制度についての周知や地域福祉活動の促進

●障害のある人が福祉サービス未利用者で、介護者が悩みを抱え
たまま孤立しているようなケースを把握し、サービスの利用を促進で
きるよう、サービスや制度について、地域での周知や市民懇談会の
開催を進めます。
●岸和田市社会福祉協議会や地域団体だけでなく、居宅介護事業
所や郵便、水道などの事業者と連携し、孤立化を防ぐための地域で
見守る支援体制を進めます。

平成26年度予定（目標）
担当課

施策・事業の体系

施策・事業の取り組み及び内容(計画の抜粋）

③福祉サービス等の利用促進

●家族介護者等の心身の負担を軽減するため、障害福祉サービス
等の情報提供を図ります。
●家族介護者の心身の負担の軽減を図るため、短期入所や日中
一時支援等サービスの確保・充実を図ります。

②家族同士の交流や情報交換の機会の提供

●家族介護者が悩みを相談したり、介護等についての情報交換や
交流を図れるよう、家族介護者同士の交流の機会づくりを支援しま
す。
●高次脳機能障害や発達障害、ひきこもりなどの当事者組織ある
いは家族介護者の会づくりを支援します。

①家族介護者の健康状態の把握

●障害のある人の家族に対する支援についての相談等、相談支援
センターや市担当課の窓口での相談に対応する際に、家族介護者
の健康状態についても把握するなど、トータルでの支援の充実に努
めます。

平成25年度実施（実績）内容

46／4646／4646／4646／46


